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1. はじめに 
 
本論文の目的は，ソフトウェア開発の品質・コスト・納期（以下，QCD と略す）とそれ
に影響する諸要因の関係性モデルを新たに開発し，統計的に推定することを通じて，プロ
ジェクト管理の計量化とそこに用いられる開発手法など各種の管理方策，特に生産性や品
質改善策のための手法・技法の効果測定を可能にすることである． 
ソフトウェア開発はソフトウェア業者の売上規模だけで 2010 年度 8.6 兆円強（経済産業
省(2012)）という大規模なものである．しかしながら，QCD に関わる問題がなくソフトウ
ェア開発が成功裏に終わることはかなり難しい，という大きな問題を抱えている．実際，
2011 年の日本情報システム・ユーザ協会（JUAS）による調査ではソフトウェア開発工数
が 500 人月以上のプロジェクトにおいて，コスト超過率 34.8%，工期遅延率 40.5%，品質
不満足率 26.2%になっている（JUAS(2012)）．このようにソフトウェア開発プロジェクトの
失敗率が高い理由は，一般的にはソフトウェア開発の内容やそのプロセスが，建築の様に
目に見えるものでは無いことだとされている．従って，ソフトウェア業界では，「見える化」
という標語のもと，開発管理などの可視化，すなわち定量的管理を追求している．実際，
日経コンピュータが 2008 年度に行った調査（日経コンピュータ(2008)）でも，ソフトウェ
ア開発の成功のための最も効果ある改善策は定量的管理であるとしている．  
定量的管理が難しいのは，下記のことが原因として挙げられる． 
１）ソフトウェアが目に見える物体(intangible)ではないこと 
２）ソフトウェアの規模の定量化が難しいこと 
３）品質評価指標が多様であること 
４）機能が複雑であること 
５）個々の業務に合わせた多様なニーズに適応させねばならないこと 
 
 この課題を解決するためには，次のような段階的な整理と工夫が必要であると考え，本
論文は，これに呼応する 4 つの目的で構成する． 
１）QCD 尺度の正確化 
２）大きな要因の切り分け 
３）他の影響力を取り除く測定 
４）手法や技術を導入し定着させるための標準プロセスの設定 
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各々の目的を以下に示す． 
1) QCD 尺度の正確化 
ソフトウェア開発の QCD を改善するには，その改善効果が計測可能でなければなら
ない．QCD の改善効果は QCD について標準値を設定し，当該プロジェクトがその標準値
より，どの程度改善できたかを数値的に測定し，判断すべきものであるが，これまでＱＣ
Ｄの標準値自体の精度を実用レベルにすることが難しかった．このため，本論文では QCD
の標準値を算出可能とする予測モデルを構築する．そのために本論文は，第 1 ステップと
して，要員調達の緩急を測定するピーク要員比率という指標を設定して，QCD の推定式の
要因に加えることと，QCD 相互の相関，すなわちトレードオフを反映した構造モデルを新
たに構築し，それを現実の 1,331 プロジェクトのデータに当てはめた．こうして推定され
たモデルを基に，QCD の予測式を作成することで，工期の推定精度が大幅に改善され，こ
れまで推定自体が難しかった品質に関する予測が可能になることを明らかにした．これを
通じて，QCD の標準値をこれまでよりは精度よく設定することも可能となった． 
 2)  大きな要因の切り分け 
次にソフトウェア開発プロジェクトの特性によって QCD に影響を及ぼす要因の影響力
が変わってくることを把握し，その影響力をコントロールすることが必要だと考えられる．
ソフトウェア開発の QCD に影響を及ぼす要因は多岐にわたるが，どのプロジェクトでも
共通の要因で係数化でき，開発を実施する側でコントロール可能な要因として，プロジェ
クトの計画を立てる際の要因に注目した．プロジェクト計画は，目標となる QCD を達成
するため，使用する開発手法を選択し，開発要員を割当て，各工程を定めることが主要な
要素となる．そこで第 2 ステップとして，「開発手法」及び開発要員の割当て要素である「外
製程度」と「専任率」，そして「工程比率」の４要因が QCD に及ぼす影響をモデル化する．
「開発手法」は使用する開発手法や技術を手法の先進度という括りで段階付けた指標であ
り，「外製程度」は開発組織がどれほど離れた関係にあるかを示す指標であり，そして「専
任率」は従事者が当該業務に従事する割合を示すという指標である．モデルは共分散構造
で表し，333 のプロジェクトに当てはめ，プロジェクト計画要因が QCD に与える計量的な
大きさと，外製程度が他の要因に与える影響の計量的影響を明らかにした． 
3)  他の影響力を取り除く測定 
  ソフトウェア開発の手法や技法は開発の QCD を改善するためのものであるが，これ
までその効果を測定することが難しかった．そこで第 1 ステップで改良した尺度を用いる
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ことと，第 2 ステップで明らかにした手法・技法に及ぼす要因の影響力をコントロールす
ることで，測定を可能にすることを第 3 ステップとする．第 2 ステップでは手法・技法の
最も影響を及ぼすものは，外製程度であった．そこで外製程度が一定である場合の手法・
技法の QCD への効果測定モデルを提唱した．この効果測定モデルを 1,352 プロジェクトの
実データに当てはめ，そこで得られた各手法・技法の QCD への効果について論ずる． 
 4)  手法や技術を導入し定着させるための標準プロセスの設定 
第 3 ステップの解析結果で QCD への効果がオブジェクト手法と並んで認められたの
は，各々の開発組織に根付いた伝統的な手法を用いることであった．そこで最後の第 4 ス
テップとして，本論文は，何れの組織においても，またどの様な手法や技法を使用するに
せよ，組織的に行うソフトウェア開発には欠かせない開発プロセスの標準化について，一
つの方法を提唱し，この方法を 24 プロジェクトで実践した結果について論じた． 
 
これら，本論文のステップ毎の目的と方法を表したのが図 1.1 である．  
 
          目的            研究 
     
 
 
 
図 1.1 本論文の目的と方法 
  
第 1 
ステップ 
QCD 尺度の正確化 ピーク要員比率という指標の設定と，規模及び QCD
のネットワーク構造モデルによる，QCD 標準値の推
定を正確化する手法の提唱 
第 2 
ステップ 
大きな要因の切り分
け 
外製程度，専任率，工程比率，開発手法の 4 つを大
要因とし，QCD との間で，何が影響し合うのかを識
別するネットワーク構造モデルの提唱 
第 3 
ステップ 
他の影響力を取り除
く測定 
開発手法に有意な影響力を持つ外製程度の影響力を
取り除いて QCD への効果を測定するモデルの提唱 
第 4 
ステップ 
手法や技術を導入し
定着させるための標
準プロセスの設定 
開発ドキュメントの標準化について実施した 24 プ
ロジェクトに関する実証報告 
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尚，3 章で使用したデータの除外理由に関し補足 1 で，また 5 章で使用した変数の分布
を補足 2 で，6 章のその後の研究に関し補足 3 で記述する．また本論文全体の流れとは離
れるが，3 章で取り上げたテーマに関する昨今の研究動向を踏まえた比較と検証を補論 1
として追加した． 
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2. ソフトウェア開発管理の計量化に関する先行研究と本論文の位置づけ 
 
ソフトウェア開発プロジェクトにおいても，計量管理の目標は工場製品と同じ様に，
QCD を当初目標以上のものに達成させることである．この当初目標を立てる上で，精度
の高い QCD の見積が重要である．次に，目標達成のためには，計量的なプロジェクト計
画の作成と適切な開発手法の選択が必要となる．そしてその開発手法を開発関係者に徹
底させるための標準化が重要となる． 
本章では本論文に関連するこれら 4 分野の先行研究を取りあげ，本論文の位置づけを明
確にする．2.1 節では 3 章で論ずる「ソフトウェア QCD の標準見積」に関連する主要先行
研究として，QCD 見積の手法に関する研究を網羅的に取り上げる．2.2 節では 4 章で論ず
る「ソフトウェア開発管理計画指標が QCD に及ぼす影響の計量」に関連し，ソフトウェ
アメトリックス全体に関し行われている調査や先行研究に関して取り上げた後，４章で論
じる開発組織の位置づけ，専任率，工程比率，開発手法に関する研究を取り上げる．そし
て 2.3節では 5 章で論じる「ソフトウェアの内製と外製の違いによる選択技術とその効果」
に関連する研究として技術の効果に関する研究を取り上げる．そして最後に 2.4 節では，
６章で論じるソフトウェア開発プロセス標準化の効果に関する先行研究を取り上げる． 
 
2.1 ソフトウェア QCD の標準見積に関する主要先行研究 
 Boehm(1981)はソフトウェア開発の初期段階に於いては見積のバラツキが非常に大きい
ことを示している．この困難は，「不確実性のコーン（円錐）」と言う名で多くの論文や著
書で引用されている．見積は開発初期に要求されるが，開発の初めには決まっていること
が少ないため，当初の見積は大きく外れるリスクがある，というものである． 
開発の初めに要求される情報は，開発を実施するか否かの意思決定に必要な全体費用
（Cost）の見積である．次に，実施が決定されると直ちに要求されるのが，ソフトウェア
の変更に伴い業務を変更すべき日程の決定，すなわち運用開始期日を決定するための，ソ
フトウェア開発工期（Delivery）の見積となる． 
これら見積のニーズに対応し，全体費用見積に関する先行研究は多くなされている．ソ
フトウェア開発の費用は殆どが人件費であり，人件費は 工数×単価 となる．単価によ
り工数が変わってくるという側面も重要であるが，殆どの先行研究は，コストの推定は，
工数の推定として定式化されている．  
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ソフトウェア開発工期は，人数を投入すれば短縮できるため，工数推定に比べ工期推定
は，それほど多くの先行研究がない．しかし工期は工数と密接な関連がある.COCOMOⅡ
に於いても工数に対する全体工期の制約（Time constraint）の影響力は，個人及びチームの
能力，ソフトウェア製品の複雑性に次いで第３番目に位置している（Boehm, et al.( 2000)）．  
ソフトウェア品質（Quality）の定義は JIS X0129 では機能性・信頼性・使用性・効率性・
保守性・移植性の６つの要素としており，これらは基本的にはソフトウェア開発の過程に
おいて要件を聴き，作り込むものである．従って，品質に関して顧客から見積を要求され
ることは無い．しかし，信頼性と工数及び工期には明らかな関係性があることが先行研究
で示されている（古山(2007A)）．このことから，工数推定，工期推定の問題を最終的なソ
フトウェアの信頼性と独立に議論することはできない．ソフトウェア信頼性分野で最も中
心的な研究が，欠陥の発見に関する時系列的成長曲線，すなわち発生予測曲線等が中心的
な研究テーマとなっている（山田(2002)）（山田(2011）（岡村他(2006)）．そして最終品質の
定量的指標として，多くのソフトウェアメトリックスの先行研究で着目しているのが欠陥
率である（大森他(1999)）（戸田(2010)）（冨士(1996)）．  
 これらのことから本節では 2.1.1 節で開発プロジェクト全体の工数，2.1.2 節で工期，2.1.3
節で欠陥率の推定に関する先行研究をサーベイする．また 2.1.4 節で QCD の相互関係，2.1.5
節で QCD の推定方式の先行研究をサーベイする．そして各々の節で其々先行研究と本論
文との違いを述べる 
2.1.1 工数の推定 
Jorgensen らはソフトウェア開発工数の推定に関し，76 の論文誌から 304 の研究をピック
アップし，種々の分類を行っている（Jorgensen et al.(2007)）．手法の分類は年代別に行われ
ているが，一番新しい年代の 2000～2004 年の 158 の研究では，多い順に回帰方式 51 件，
エキスパート方式 21 件，Analogy 方式 15 件となっている．回帰方式として最も著名なの
は COCOMO （Boehm(1981)）COCOMOⅡ（Boehm et al. (2000)）であり，工数の推定方法
として規模を主要因とし，種々の生産性要素（コストドライバー）からなる(2.1)式が示さ
れている． 
 
 ܲܯ ൌ 2.94	 ൈ ܵ݅ݖ݁ா 	ൈ 	∏ ܧܯଵ଻୧ୀଵ ݅																	･･･ሺ2.1ሻ 
 
ここで PM は工数（人月），Size はプログラムステップ数，またはファンクションポイン
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ト数(Albrecht(1979))であり，その乗数 E はスケール・ファクタで表される．スケール・フ
ァクタは業務の開発経験度合いなど 5 つの開発組織の成熟度要因から構成される．EM は
Effort Multiplier の略で，ソフトウェア特性，利用上の制約，開発要員の能力・経験のカテ
ゴリーからの 14 要因と，ツールの使用頻度，開発拠点数，開発スケジュール制約からなる
計 17 の要因で構成される． 
この様な回帰モデルを用いて高い推定精度を得ている例もあるが(Yokoyama(1998))，要
因を要員能力などの主観的順序尺度評定にしているものが大半になっている．順序尺度評
定の判断基準も用意されているが，「プログラマ能力 55 パーセント以下」といった基準で
は，評価者毎に評定が変動する．そのため，各企業が測定し，データを蓄積した上で分析
を行わなければならない．CoBRA(Briant(1999))も測定に経験知が必要であり，組織内でデ
ータの蓄積が必要という点では同様である． 
 この種の検討のために，公開されているデータとしては，ISBSG(International Software 
Benchmarking Standards Group)が国際的に収集し，提供しているソフトウェア開発実績デー
タがある(ISBSG(2009))．要因は COCOMOⅡ(Boehm(2000))と異なり，言語やアーキテクチ
ャ等の利用有無等が主で，客観的な尺度となっている．このデータを基にする工数推定分
析 が 行 わ れ て い る (Fernandez(2012))(Jeffery(2001))(Mendes(2005))( Mendes(2007)) 
(Jiang(2007))．しかし要因として用いられているのは，言語タイプ（3GL 等），プラットフ
ォーム（MidRange 等），Methodology 等の使用有無など限られたものになっている．これ
らの変数は，統計処理ではダミー変数として扱うことになる．これら技術要因を示すダミ
ー変数は，QCD に影響するが，本研究では敢えてこれを説明変数に用いることをせずに，
工期などの推定精度を高める構造モデル導出を目指している．このモデルから導かれる被
予測変数の推定値を QCD の標準値とし，それと実測値とを比較して，開発に用いた個々
の技術要因が及ぼした影響を評価するというアプローチを目指すのである． 
（山田他(2007)）は，ダミー変数ではない，要員数を生産性変動の説明要因とした．しか
し，要員数を工数推定の要因にした研究はない．なぜならば，要員数は，生産性の要因と
しては問題が無いものの，要員数×工期で表現される工数推定，特に対数工数の推定に，
被予測変数の一部をなす要員数を説明変数とすることは不合理だからである． 
2.1.2 工期の推定 
古山(2007B)は事前に工期の妥当性を評価したプロジェクトでは納期遅延を起こす割合
が低いと云う研究をしている．工期推定に関しては工数の累乗で算出されることが Walston 
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and Flix(1977)により示され，同じ方式が COCOMO でも示されている．COCOMOⅡでは工
数以外にコストドライバーで補正する様になっているが，工数の推定同様，コストドライ
バーの設定は難しい．本論文では工数の推定と同様に要員配分を要因として加え，更に規
模からの直接的影響を配慮することで，工期推定精度が大幅に改善されることを示す．  
2.1.3 欠陥率の推定 
欠陥率に関しては目標とする欠陥率内に如何に抑えるかについての研究が多くなされ
（山田他(2007)），欠陥率の推定自体に関する研究は多くはないが，COCOMOⅡと同じ様
に各種生産性要素を欠陥数の推定に用いる COQUALMO（Chulani and Boehm (1999), 
Madachy and Boehm(2008)）というアルゴリズムが研究されている．しかし工数の推定同様，
21 種類の生産性要素で重みづけするものであり，加えてその重みづけを要求と設計とコー
ディングに分けて設定する必要がある．本論文では工数同様，多様な過去データを用いる
以前に，工数，工期に要員配分を加えた 3 変数で欠陥率の推定精度を改善できることを示
す． 
2.1.4 工数・工期・欠陥率の相互関係 
工数・工期・欠陥率の要素間の関係を示した研究としては，SLIM（Putnam(1978)）があ
る．しかし SLIM は規模・工数・工期間のトレードオフ関係を示しているものの，欠陥率と
の関係は示していない．欠陥率を推定するのに工数や工期を要因としている論文もあるが
（（纐纈他（2010)），工数と工期に関しては，COCOMO 等で使われている全体工数や全体工
期では無く，プログラムステップ数当たりの単体テスト工数と開発の遅れ日数であり，細分
化されていて，プロジェクト全体の QCD を捉えるには難いものになっている． 
2.1.5 推定方式 
QCD の推定方式としては回帰モデルの先行研究においては被予測変数を固定した単一方
程式モデリング（回帰予測）であるが，本論文では規模・工数・工期・欠陥率・要員配分間
の構造を連立方程式モデルとする．このことにより最適化を行いたい複数の被予測 変数間
のトレードオフ関係を明らかにし，改善したい変数を目標値にするためには，他の変数をど
の程度変更すればよいのかを算出できる様にする． 
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2.2 ソフトウェア開発プロジェクト計画要素が QCD に及ぼす影響に関する先行研究 
ソフトウェア開発の主体がプロジェクト計画を立てる際，原則として自主的に定める主な
要素は，開発手法の策定，要員調達，工程配分となる．本論文の 4 章ではこれらの要素が
QCD 全体に及ぼす影響について論ずる．これに先立ち，本節では 2.2.1 節で，ソフトウェア
生産性要因に関し先行研究で取り上げられてきたことを述べ，2.2.2 節でそれらの要因の影
響力に関する研究に関して述べ，2.2.3 節でこれらの要因に関する現状の調査や見積ツール
に関して述べる．また 2.2.4 節では本研究で扱う要因そのものに関する先行研究に関して述
べ，2.2.5 節でこれらの研究に対する本研究の位置づけを述べる．  
2.2.1 ソフトウェア開発の生産性要因のリストアップ 
Macwell(1996)は過去に行われたソフトウェアの生産性に関する研究を網羅的に調査して
いる．生産性を測る上で，まず規模の共通尺度として機能数を提唱したのが Albrecht, et 
al.(1979)のファンクションポイント（以降 FP と略す）である．この規模を工数に換算する
に当たって種々の生産性要素との関連や，工期・品質に及ぼす影響に関し，定性的・定量的
側面での分析を包括的な観点で Jones(1986)が行っている．Jones(1986)の著書は生産性要因の
影響力の裏付けまでは示していないが，裏付けまで示した研究として，Kitchenham(1992)が
作業環境に関して示している．また Boehm(1981)，Vosburgh, et al.(1984)はハードウェアに関
して，Boehm(1981)，Jones(1991)，Lawrence(1981)，Thadhani(1984)，Vosburgh, et al.(1984)，
Walston and Felix(1977)は言語経験，Albrecht(1979)，Behrens(1983)，Conte,et al.(1986)，
Jeffrey(1987)，Putnam and Myers(1992)，Vosburgh,et al. (1984)はプロジェクト要員数，
Boehm(1981)，Brooks(1981)，Jones(1991)，Vosburgh,et al. (1984)は新しい言語の習得に関して
裏付けを示している． 
これらの先行研究で検討された要因と各要因が取り上げられた研究の数に関し，
Maxwell,et al.(1996)でサーベイされた内容から抜き出したのが表 2.1 である．  
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表 2.1 過去に検討されたソフトウェアの生産性要因 
Factor *Case Factor *Case 
Modern Programming Practices 13 Overall Personnel Experience 5
Product Complexity 8 Customer Interface Complexity 5
Project Size 8 Development Environment(On-line) 4
Design Volatility 7 Analyst Capability 4
Application Experience 7 Team Size 4
Tool Use 7 Quality Assurance 3
Virtual Machine Experience 6 Hardware Concurrent Development 3
Programming Language Experience 6 Amount of Documentation 3
Language 6 Industrial/Business Environment 3
Duration 5 Required Software Reliability 2
Category/Type 5 Virtual Machine Volatility 2
Programmer Capability 5 Company 2
Execution Time Constraint 5 Country 2
Main Storage Constraint 5   
*Case：The number of Case that was studied as a factor of the productivity（Maxwell,et al.(1996)  2
頁目の Table1 Overview of some productivity factors considered research からの抜粋） 
 
2.2.2 各種生産性要因の影響力調査 
各々の要因が定量的にどの程度の影響力を持つのかを具体的に示したものについては
Maxwell(1996)以降の研究で種々示されている．Maxwell and Forselius(2000)は開発対象業界を
要因として取り上げ，業界毎の FP／時間を調査している． 
各種の要因の影響力の横断的な比較研究は少ないが， Boehm(1981)は，種々の生産性要素
を反映した工数・工期の推定式として COCOMO を提唱し，COCOMOⅡとして改良してい
る（Boehm(2000)）． ここで用いられる 17のコストドライバーの内，9個に関しTan,et al.(2009)
は，時間当たりのプログラム生産性との関連を示している． COTS（市販ソフト）に限った
比較研究としては Yang, et al.(2006)がある．14 の要因を挙げていて，本論文 4 章で論ずる要
因の専任率と開発手法に近い，Personnel Continuity と Technical Performance を各々2 番目，
12 番目に大きな影響力を持つものとして位置づけている． 
ソフトウェアメトリックスの調査機関では，非営利団体 ISBSG(International Software 
Benchmarking Standards Group) がソフトウェア開発プロジェクトデータを国際的に収集し
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ている（ISBSG(2009))．日本においては独立行政法人情報処理推進機構（IPA）ソフトウェ
ア・エンジニアリングセンター（SEC）がソフトウェア開発プロジェクトデータの収集を行
い，分析結果を公表している（IPA/SEC(2013)）．また経済調査会が「ソフトウェア開発デ
ータリポジトリ分析」（経済調査会(2010)）を，日本情報システム・ユーザ協会（JUAS）
が「ソフトウェアメトリックス調査」を実施している（JUAS(2012)）．以上に記したツール
や研究が取り上げている生産性要素を整理し，「包括的であるか」（部分的な傾向か，ソ
フトウェア開発全体工程を包括的に説明できる研究か）という観点と「計量的か」（主観
値でなく客観的尺度があるか）と「有意な統計的裏付けがあるか」（因果関係を統計的有
意性で検 
 
表 2.2 ソフトウェア開発効率の影響要因の分類と先行研究 
調査・研究 分類 影響要因 
包
括
度 
計
量
性 
有
意
性
Jones (1986) (1996) 
(2008) 
開発管理 進捗･品質管理，コミュニケーション，問題管
理，人材配置，工程配分等 
○ ○ 
 
※1
ISBSG(2008) 
 
 
開発管理 人材配置，工程配分，開発体制等 ○ ○ ※2
開発対象 対象業務種別等 
開発手法 オブジェクト指向，データ中心，プロト， 
ウォータフォール，RAD等 
開発環境
技術 
機種，OS，開発言語・ツール，パッケージ利
用等 
IPA/SEC(2012) 開発環境
技術 
機種，OS，開発言語・ツール，パッケージ利
用等 
経済調査会(2010) 開発環境
技術 
機種，OS，開発言語・ツール，パッケージ利
用等 
JUAS(2012) 開発管理 人材配置，工程配分，開発体制等，リスク，PM
スキル，満足度等 
○ ○ ※3
開発対象 対象業務種別等 
要件定義 要求仕様の明確性，仕様変更など 
開発手法 ウォータフォール，反復型等，オブジェクト指
向，データ中心，構造化 
開発環境
技術 
機種，OS，開発言語・ツール，パッケージ利
用，DB等 
※1：調査・研究欄に記した著書には豊富な要因の数値を掲載しているが，「傾向を大胆に示そうとするもの・・・」 
という様な記載によるものであり，統計的な厳密さに裏付けられた数値では無い 
※2：各々の調査報告書には豊富な種類の数値を掲載している．またこれらのデータを基にした計量的な論文も多数存
在する．しかし環境技術に関しては統計的に裏付けられた論文が存在するが（戸田(2010)），開発手法に関しては
統計的な裏付けがある論文を見つけられない． 
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※3：調査・研究欄に記した調査報告書には豊富な要因の数値を掲載しており，明確な傾向は示されているが，統計的 
に裏付けられた記述が無い． 
証できるか）という観点で整理したものを表 2.2 に示す．行政の外郭団体や業界団体が行っ
ている調査分析では，客観的な計量性を持っている開発環境技術の要因に限られている． 
 
2.2.3 各種要因に関する現状調査及び見積ツール 
工数・工期の見積ツールとして，ソフトウェア開発プロジェクトのベンチマーキングを
国際的に推進している非営利団体 ISBSG(International Software Benchmarking Standards 
Group) は The Benchmark-Release 11 で 5,000 超のプロジェクトの工数，納期，欠陥に関する
要因との相関を分析し，「見積チェックツール」と「Comparative Estimating Tool」を提供し
ている（ISBSG(2009)）． 
日本においては独立行政法人情報処理推進機構（IPA）ソフトウェア・エンジニアリング
センタ （ーSEC）が CoBRA という手法での見積ツールを提供している．（IPA/SEC(2013)）．
これらツールがどの様な要素を生産性要素としているかを表 2.3 に示す．  
 
表 2.3 各団体が提供する見積ツール 
方式 提唱者 ツール名 生産性の変動要因 
母集団を 
分割 
ISBSG 見積チェックツール プラットフォーム （メインフレーム，
Mid-Range，PC），  
プログラム言語 
Comparative Estimating
Tool  
 
業種，業務，プラットフォーム，  
プログラム言語， 最大要員数，  
プロトタイプ・JAD・Web開発の有無 
主観値で 
クラス分け 
IPA/SEC CoBRA  
(2010)  
 
PMのコミュニケーション能力，  
チームの経験・知識，  
プロジェクト目標の明確さ・共有度合
い，  
開発工期の厳しさ，  
チーム内の役割分担や責任の明確さ， 
品質管理に対する要求，  
顧客の参画度合い，  
統制の取れた要求管理，  
システムの複雑さ，  
見積り時の要求内容の曖昧さ，  
要求変更の発生想定時期 
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2.2.4 開発手法の策定，要員調達，工程配分が QCD に及ぼす影響に関する先行研究 
 次に本論文が扱うプロジェクト計画作成時に策定する要因に関する先行研究に関して述
べる． 
【開発手法】 
COCOMOⅡが 17 のコストドライバーの中にツールの活用を要因にしている．しかし
本論文が論じる専任率や，工程配分などの計量的な関係を論じてはいない． 
【要員調達】 
要員調達に関する先行研究では，要員数に関し，プロジェクトの平均要員数を工数推定
の要因として取り上げることが行われてきた（服部他（2006)）（Jiang and Comstock(2007)）
（角田他（2009））．開発組織に関しては，Groves and Nickson(2000)がニュージランドの
65 の会社におけるソフトウェア開発の形態を調査し，その多様性を分析しており，内製
なのか外製なのかで使用する技術やツールが異なることを示している．また井上他(2003)
は先進開発技法であるオブジェクト指向開発を行うためには組織的取組を必要とし，使用
する技術と組織との関係の重要性を述べている．しかしこれらの論文は QCD 全てへの効
果については述べていない． 
専任率に関しては関連する論文を見つけることは出来ない．高木(2003)が要員配置の重
要性を述べている．しかし特定の開発事例に関する感想の分析であり，本論文が目指し
ている定量的な研究ではない．  
【工程配分】 
Blackburn, et al. (1996) はソフトウェア開発の各工程の時間配分，工数配分に関し，世
界的な調査を行っている．また角田他 (2008b) は生産性関連のプロジェクト特性として
基本設計比率などの工程比率指票を挙げ，見積時にこの様な指標で層別することの重要
性を論じている．しかしこれらの研究は本論文での研究課題である工程比率と QCD の
定量関係に関して述べてはいない． 
2.2.5 本論文の位置づけ 
2.2.4 節で取り上げた，プロジェクト計画の作成時に策定する様な要因と QCD とを総合
的に捉え，これらの要素の最適値を求めるような研究は見られない．本論文が一貫して目
指す，指標の定量性確保並びに客観性確保，トレードオフのある QCD 特性の連立方程式
モデリングとそれに基づく管理プロセスの提唱などについては，これまでの先行研究の問
題点を解消する新たな研究と考えることができる． 
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2.3 ソフトウェアの開発手法の効果と，その効果の内製・外製差に関する先行研究 
 5 章ではソフトウェアの開発手法の効果を検証し，またその効果の内製・外製による違
いを論ずる．これに先立ち，本節では 2.3.1 節でソフトウェアの開発手法の効果に関する先
行研究を述べ，2.3.2 節で開発手法の効果の内製・外製差に関する先行研究に関して述べた
後，2.3.3 節でこれらの研究に対する本論文の位置づけを述べる．  
2.3.1 ソフトウェアの開発手法の効果に関する先行研究 
 Jones(2008)は開発手法を複数取り上げ，生産性に対する貢献度と欠陥率に関する貢献度
を比較している．しか比較数値の論拠に関して述べておらず．「比較数値の信頼性は確かで
はないが」と自ら記述している．比較数値の根拠が記述されている研究としては IPA/SEC
が収集したプロジェクトデータの分析を行っている，Tsunoda, et al.(2009)がある．しかし比
較している技法はプログラミング言語 COBOL，Visual Basic，Java，C であり，開発技術に
区分されるものである．IPA/SEC(2012)，JUAS(2012)では開発技術と，メインフレームやク
ライアント／サーバなどのプラットフォーム環境による比較をしている． 
2.3.2 開発手法の効果の内製・外製差に関する先行研究 
井上他(2003)はオブジェクト指向の利用を促進するためには支援組織と情報の共有化が
必須であること述べているが，開発手法と開発組織との関連が重要であることを示す例と
言える．外製という観点では，角田他(2006)が外部委託率と生産性の関連に関し IPA/SEC
が収集したプロジェクトデータの分析をしており，同様の発表を Tsunoda, et al.(2006)及び
Tsunoda, et al. (2009) でも行っている．これらの論文では外部委託率が高い方が生産性は低
いとしている． 
2.3.3 本論文の位置づけ 
Jones(2008)の著書では 23 の開発手法を上げているが，同一開発手法を細分化しており，
開発手法の種類としては分け方にもよるが 5 種類程度になっている．これに対し本論文で
取り上げている開発手法の種類は約 14 種類であり，より包括的なものになっている．また
Jones(2008)は比較数値の根拠までは示していないが，本論文では数値の根拠を示している．
比較数値の論拠を記述されている研究もあるが（Jiang，et al. (2007)），プログラミング言語
やプラットフォーム環境などの技法に限られ，本論文の様に多様な開発技法を網羅してい
ない． 
オブジェクト指向など多様な開発手法をデータに持つプロジェクトデータは
ISBSG(ISBSB(2009))だけであるが，ISBSG データを基に種々行われている研究においても，
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未だ本論文で取り上げる様な開発手法の QCD 各々に対する計量効果の定量分析は行われ
ていない．また本論文のように，個別の開発手法毎に開発する組織の違いにより個別の開
発手法が生産性に影響を及ぼす計量分析を行う研究は見当たらない．工数だけでなく工期
や欠陥率に及ぼす影響力まで計量分析する研究もまた見当たらない． 
 
2.4 ソフトウェア開発プロセス標準化の効果に関する先行研究 
ソフトウェアの開発・管理の枠組みとしてソフトウェア・ライフサイクルプロセスが，
世界標準では ISO/IEC 12207 として，日本標準では JIS X 0160 として定められている．ま
た個別の開発・管理プロセスが守られ改善されていく枠組みとしてのプロセスアセスメン
トが世界標準では ISO/IEC 15504-1 として，日本標準では JIS X 0145-1 として定められてい
る．しかし JIS X 0160 は開発委託側と受託側の作業分担など作業の大きな枠組みを規定す
るものでしかない．実作業ではソフトウェア開発の多様性に応じ，より詳細なプロセスが
必要となる． 
より詳細なプロセスとして田中他(2005)は組込ソフトの開発をオブジェクト指向で行う
上で使用できるプロセス標準が必要と考え，開発プロセスを階層化して紐づけることで，
変化への柔軟な対応を可能にする開発プロセスモデルを考案している．また Warboys 
(1994) はプロジェクト開発管理支援機構である PMO(Project Management Office)との協業
を重視した開発プロセスを提案し，落水(2001)は地理的に分散した組織で共同開発を行う
ためのプロセスを提案している． 
定量的な研究としては，Mizuno, et al. (1998) が開発プロセス標準を注意深く構成するこ
とが，コスト予測を正確にすることの一つであることを示している．また板橋他(2010)は
品質とプロセスとの関係を結びつける方法を提案し，レビュー数をプロセス特性の指標に
して，欠陥密度と関係付けることで，プロセスを改善する必要性を明確化している．そし
て大平他(2005)は産官学共同プロジェクトで，ソフトウェア開発プロジェクトのプロセス
をリアルタイムで把握し，プロセスの改善を図ることを示している． 
これら開発プロセスの先行研究は各々の目的に応じたものになっている．本論文では地
方公共団体の組織特性に応じて詳細化すべきプロセス標準を定めることを目的にし，その
効果を把握し測定た事例について述べる．組織特性としては，開発の外部委託が必須であ
り，発注する側の要員も定期ローテーションで専門家にはなれない等がある．この様な組
織が外部へソフトウェア開発を委託する場合の開発プロセス標準を本論文では提案する．    
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3. ソフトウェア計量管理のための QCD 統合構造モデル 
 
本章では，規模，工数，工期，欠陥率（品質の指標），そして要員配分の指標を加えた計
5 要因間のパス解析モデル（因果モデル）を設定し，その実プロジェクトへの当てはまり
と QCD 推定精度向上を検証する．次に提案モデルが示す複数要因間の相関構造(Implied 
correlation structure)を QCD の推定に用いることで，それらの見積精度が従来手法より改善
することを示す．また設定したモデルが，機能規模，開発工数，開発工期，要員配分，品
質間の因果関係全体を定量化しているために，プロジェクト管理を行う上で必要な感度解
析にも適用可能であること，すなわち，特定の要因の変化が他の変数に及ぼす影響の大き
さを推定可能としていることも示す． 
以下 3.1 節でモデルの考え方を示し，3.2 節でデータを示し，3.3 節で解析手法を示す．
また 3.4 節でモデルのデータへの適合性評価を行い，3.5 節で提案モデルにより見積精度が
上がることを示し，3.6 節で提案モデルが，プロジェクトの進捗状況に応じて５要素間のコ
ントロールが可能にすることを示し，3.7 節でこの章のまとめと今後の課題を述べる． 
 
3.1 開発管理基礎数値間の相関モデル 
本節では，新たなソフトウェア開発管理指標として設定する「要員配分」の内容と，提
案する理由，定義に関し記述した後，QCD と要員配分相互の影響力を定量化するモデルを
示す． 
3.1.1 要員配分 
本研究が，要員配分の指標としてピーク要員比率を提案したのは，この変数を構成する，
「要員配置の尖鋭度」と「専任率」が開発プロジェクトの QCD に大きな影響を及ぼすと
考えたからである．要員配置の尖鋭度と専任率を取り上げた理由，並びに，この両要因を
ピーク要員比率という一つの尺度として定量化する方法を以下に示す． 
(1) 要員配置の尖鋭度 
 要員配置には図 3.1 に示すようにピーク時の要員数が平均要員数よりかなり多くなる
パターンと，図 3.2 に示すようにそれほど多くないパターンがある． 
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図 3.1 ピーク時の山が高い要員積上げパターン例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2  ピーク時の山が低い要員積上げパターン例 
 
ソフトウェア開発のプロジェクト計画を作成する際には，図 3.1 の様に要員配置の尖鋭
度が高くなる要員配分とすることが多い．その理由の一つは，経済的観点からの分業があ
る．自由貿易の経済理論の柱となるリカードの比較優位（森田(1988)）の考え方で，他よ
り優位な分野があっても，より優位な分野に人的資源を集中させ，それ以外は他者に委ね
た方が合理的という考え方が，ソフトウェア開発の要員調達にも適用されていると考えら
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れる．基本設計を上級 SE1中心に行い，詳細設計を上級 SE と SE が主に行い，プログラム
設計・製造をプログラマ中心に行うなどの分業である．この様な分業を通じて，上級 SE
の不足を補うことや，開発部分の外部委託（プログラム開発工程を社外に委託する）も行
い易くなり，開発コストを抑えることができる．各要員が得意分野に専念できる点で，工
数も削減される．一方分業のためには開発工程区分の明確化（分析が完全に終わってから
設計に移る等）が必要であり，また全ての機能を同時に開発（サブシステム毎に開発時期
をずらす様なことをしない）することも必要となる．しかし開発工程はずれ込むことが多
く，工程分けを明確にしたプロジェクトほどずれ込んだ時の影響は大きくなる．また引継
のコミュニケーション負荷が増え，コミュニケーション不足で欠陥率が増えることにも繋
がる． 
(2) 専任率(Full-time rate) 
  ピーク要員比率が大きくなる要因として，上記(1)項では開発要員の職種別の分業を挙
げたがこのことによって生ずる兼務度の指標として，他プロジェクト等へ従事する割合を
除いた，当該プロジェクトへの専従度として専任率を定義する． 
プロジェクトの要員を調達する際，他の業務に従事している者であっても，当該アプリ
ケーションに詳しいこと，当該工程や当該プロジェクトで用いる技術を保持していること
等から兼務させざるを得ない．専任率が低くなることは各要員が得意分野だけを行うため
であることもあり，工数の削減効果も考えられるが，ソフトフェア開発の様に集中力を必
要とする業務にとって，複数プロジェクトの掛け持ちは工期と欠陥率にマイナスの影響が
大きいと考えられる． 
(3)  ピーク要員比率の定義 
要員配置の尖鋭度と専任率が QCD に与える影響に関して記したが，プロジェクト管
理指標としての各々を個別に捉えることは難しい．そこでピーク要員比率 PHR (Personnel 
Height Ratio)という要員配置の尖鋭度と専任率を複合した指標を設け，観測しやすくする． 
表 3.1 に表す様に，要員数に関し専任率を考慮しない場合(Neglect)と考慮する場合
(Consider)とを区別する． 
専任率を考慮しない(Neglect)要員数とは，他の業務との兼務でも一人として数えられるア
サインされた見掛け上の人数のことである．一方考慮する(Consider) 要員数とは，他の業務
                                                  
 
1上級 SE は経済調査会(2010)のシステムエンジニア 1，SE は同システムエンジニア 2 とし，プログラマの定義も同定義に従う 
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などに割いた工数分を差し引き当該プロジェクトに割当てた実効要員数となる．表 3.1 の
Peak はプロジェクトの MAX 要員数で，Average は平均要員数である． 
 
表 3.1 要員数と専任率 
 full-time rate 
Neglect Consider 
Persons Peak GPP 
(Gross Peak Persons) 
NPP 
(Net Peak Persons) 
Average GAP 
(Gross Average Persons) 
NAP 
(Net Average Persons) 
 
ピーク要員比率 PHR (Personnel Height Ratio)をピーク時の専任率を考慮しない見掛け上
の人数 GPP と専任率を考慮する平均の要員数 NAP を基に(3.2)式で定義する． 
 ܲܪܴ ൌ ܩܲܲܰܣܲ              ･･･ሺ3.2ሻ 
(3.2)式のピーク要員比率 PHR は図 3.１図 3.2 に示した様な要員積み上げパターンの尖鋭
度を示す見掛け上のピーク要員比率とこれらの図では表現しきれない専任率を複合した概
念になることを以下に示す ． 
 
専任率を考慮した平均実効要員数NAPは工数 Ef  (Effort)を工期El (Elapse)で除したもの
となる（(3.3)式）． 
 ܰܣܲ ൌ ܧ݂ܧ݈             ･･･ሺ3.3ሻ 
 ここで，プロジェクト全体を通じての要員の平均専任率を AFR (Average full-time rate)と
すると，工数 Ef は見掛けの平均要員数 GAP に AFR と工期 El を掛けたものとなる（(3.4)
式）． 
  ܧ݂＝				ܩܣܲ ൈ ܣܨܴ ൈ 		ܧ݈     																																						 ･･･ሺ3.4ሻ 
(3.3)式の Ef に(3.4)式を代入し，その結果得られる NAP を(3.2)式の NAP に代入すると，
(3.2)式の PHR は見掛け上のピーク時要員比率(GPP÷GAP)と平均専任率の逆数（１÷AFR）
を掛け合わせたものとなる（(3.5)式）． 
 
 
21
ܲܪܴ ൌ ܩܲܲܩܣܲ ൈ ܣܨܴ ൌ
ܩܲܲ
ܩܣܲ ൈ
1
ܣܨܴ 																																																				･･ሺ3.5ሻ 
(3.5)式のピーク要員比率 PHR は見掛け上のピーク要員比率が大きく，専任率が低い場合
により大きな数値となることを示す． 
3.1.2 ピーク要員比率の具体例 
次にピーク要員比率 PHR の具体例を示す．図 3.3 の場合，(3.2)式の GPP は 4 であり，
平均実効要員数 NAP は(3.6)式となることから，PHR は(3.7)式となる． 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3  専任率が低い場合の例 
 
					ܰܣܲ ൌ ሺ2 ൈ 0.5 ൈ 2ሻ ൅ ሺ4 ൈ 0.5 ൈ 1ሻ ൅ ሺ2 ൈ 0.5 ൈ 1ሻ4 ൌ 1.25       ･･･ሺ3.6ሻ 
 ܲܪܴ ൌ ܩܲܲܰܣܲ ൌ
4
1.25 ൌ 3.2                 										  ･･･ሺ3.7ሻ 
 
ピーク要員比率が１を割る逆転現象も発生する．図 3.4 の例の様に，兼務が無く，プロ
グラム(Programming)時の平均作業時間が定時の 2 倍（専任率 200%）の場合，平均実効要
員数 NAP は(3.8)式で 5 となり，見掛けのピーク時要員数 GPP の 4 を超え，ピーク要員比
率は(3.9)式の 0.8 となる． 
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図 3.5 ソフトウェア QCD 構造の仮説モデル 
 
図 3.5 で示されている外生変数から内生変数または内生変数から内生変数への因果関係
は，表 3.2 で示す仮説の設定とする．この中で，H1，H7，は COCOMOⅡで述べられてい
る関係であり，H2 は H1 と H7 から 3 段論法で成り立つ関係となる．また，H3 はソフトウ
ェアメトリックス調査（JUAS(2012)）で傾向が確認されている．その他の仮説は本研究オ
リジナルな仮説である．なお以下の実証においては仮説検定の有意水準は両側 10%とする．
これは，全てのパスに正負の事前仮説が設定されているので片側 5%と設定したことに相
当する． 
表 3.2 仮説群 
検証したい対立仮説 対立仮説設定の根拠 
H1：規模の工数に対する影響は正である COCOMOⅡ 
H2：規模の工期に対する影響は正である COCOMOⅡで間接的には成り立っている 
H3：規模の欠陥率に対する影響は負であ
る 
規模が大きいと欠陥率が少ないことを要求
される（JUAS(2012)） 
H4：ピーク要員比率の工数に対する影響
は負である 
分業による専門特化で省力化が図れる 
H5：ピーク要員比率の工期に対する影響
は正である 
ピーク要員比率を高くすると引継作業等の
ため工期は延びる 
H6：ピーク要員比率の欠陥率に対する影
響は正である 
ピーク要員比率を高くすることは分業を増
やすことが多く，コミュニケーション不足に
成りがちで欠陥率は高くなる． 
H7：工数の工期に対する影響は正である COCOMOⅡ 
H8：工数の欠陥率に対する影響は正であ
る 
工数が増えてしまうプロジェクトは欠陥率
も増える 
 
H9：工期の欠陥率に対する影響は負であ
る 
工期を長くすれば欠陥率は下がる 
  
3.2 検証に用いるデータ 
本研究では ISBSG(International Software Benchmarking Standards Group)が国際的に収集し，
提供している実績データ Release11 の 5,052 件のソフトウェア開発プロジェクトを用いる
(ISBSG(2009))． 
3.2.1 解析対象プロジェクトの選定基準と除外基準 
規模を示すファンクションポイント（Albrecht(1979））（以降 FP と略す）として，ISBSG
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では，IFPUG 法(JIS X 0142)，COSMIC 法(JIS X 0143)，FiSMA 法などが用いられているが，
カウント方法が異なるため，本実証では IFPUG 法を用いたプロジェクトのみを採用した．
また，プロジェクトの開発区分として，新規，再構築，改修に分かれるが，改修の場合の規
模のカウント方法が新規の場合と比較できない方式であるため，改修の場合は検証から除く．
当解析では幾つかのデータが欠損しているプロジェクトも対象とするが，ベースとなるデー
タである規模，工数が欠損しているプロジェクトは解析から除外する．  
また本来はプロジェクトと呼ぶに適さない一人で行った開発を除外すべきと考えるが，平
均チームサイズは極めて欠測値が多かったため，その代替的除外基準として開発工数を用い
た．200 人時を境にそれより小さなプロジェクトの範囲の中で平均チームサイズが１となる
プロジェクトの割合が 6 割を超えていくため，200 人時以下のプロジェクトを解析から除外
した2． 
従来の研究では開発言語，プラットフォーム，開発対象業務のカテゴリーなどでデータ
セットを層別しているが，本論文では，このような層別を行わなくても，この様に選別し
たデータの範囲では一般化可能な結論が得られることを目指した． 
3.2.2 各項目についての解析除外 
【ピーク要員比率】 
3.1.1 節で記した様に，ピーク要員比率は残業率が高い場合 1 を下回る．平日だけの場
合，ピーク要員比率が 0.33 で通常の 8 時間の 3 倍働くことになるため，それ以上長時間働
くことは無いと仮定し，それ以下のピーク要員比率を解析から除外し欠損として扱う．  
【欠陥率】 
ISBSG では欠陥数として軽微な欠陥数，重大な欠陥数，致命的な欠陥数があるが，3 項
目中，2 項目以上が観測されていないプロジェクトは，欠陥を適切にカウントしていない可
能性が高いと考え，当該プロジェクトの欠陥率は欠損として扱う．また当標本での重要な欠
陥数，致命的な欠陥数の出現頻度は軽微な欠陥数に対し各々1/4，1/6 であるため，この逆数
を重みとして設定した． 
3.2.3 変数に使用するデータ項目 
因果モデルに投入される観測変数として使用する ISBSB でのデータ項目を表 3.3 に示
す．解析に用いた全変数のデータ分布を因果モデルの前提である正規分布に近づけるため
                                                  
 
2 付録１の図表参照 
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に対数変換を行う．規模(Size)，工数(Effort)，工期( Elapsed Time)，欠陥率( Defect Density)
何れに於いても，対数化後の値(logarithm)の方が正規分布であることを示す指標の歪度
(skewness)及び尖度(kurtosiss)が 0 に近づいている．(表 3.4 参照)． 
3.2.4 データの件数 
上記の選定基準及び除外基準適用の結果，解析対象のプロジェクト数は 1,331 となった．
また解析除外基準を適用した結果，解析に適用される項目のデータ件数は表 3.5 に示すもの
となった． 
表 3.3 変数に使用するデータ項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
表 3.4 歪度及び尖度 
モデル変数 ISBSG 上のデータ属性 
規模(Size) 
（式での表現：FP ) 
調整済みファンクションポイント 
工数（Effort） 
（式での表現：Ef ) 
全工程（要求定義～本番移行）に換算した
人時 
工期(Elapsed Time) 
（式での表現：El ） 
プロジェクトの全期間（月数） 
欠陥率 
（Defect Density，式での表現：Dd ）
欠陥率＝(軽微な欠陥数＋重大な欠陥数×4
＋致命的な欠陥数×6）÷ 1000AFP   
AFP＝調整済みファンクションポイント 
欠陥数＝本番後 1 月間に発生した欠陥の数
ピーク要員比率 
(PHR:Personnel Height Ratio) 
（式での表現：PHR ） 
Max チームサイズ÷（工数÷工期） 
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Skewness Kurtosis 
Original-value Logarithm Original-value Logarithm 
Size 7.03 0.19 71.37 0.36 
PHR 16.81 1.14 320.38 5.08 
Effort 5.41 0.23 40.21 -0.20 
Elapsed Time 3.62 -0.01 22.20 0.14 
Defect Density 8.36 0.38 76.93 0.09 
 
表 3.5 解析に用いるデータ件数 
 Size Effort 
Elapsed
Time 
Defect
Density 
Personnel Height 
Ratio 
Number 
of cases 
1,331 1,331 1,151 101 500 
3.3 解析方法  
図 3.5 の実証分析のために，因果モデルをデータに当てはめた．因果モデルは，有向グラ
フィカルモデルとも呼ばれているもので，今日では共分散構造モデルの部分モデルとして位
置づけられている．観測変数間の関係を重回帰モデルのような単一方程式で表現するのでは
なく，連立方程式として表現する（豊田(2011)）．なお因果モデルの当てはめは統計ソフト
ウェア AMOS を使用した．AMOS は，項目欠損のあるデータを解析から除外するのでも，
単純な予測補完を行うのでもなく，完全情報最尤推定法（FIML）を用いて，MAR (Missing At 
Random) の前提のもとで，項目欠損情報を正しく考慮した分析を行うことができる．この
ことが観測件数の少ない欠陥率のモデリングに大いに寄与した． 
 
3.4 仮説因果モデルの検証と評価 
図 5 の仮説モデル解析に当たっては，外生変数間の相関も設定し，仮説以外のパスが存在
しないことを確認した．図 3.5 の仮説モデル構造で設定した表 3.2 の当初仮説の中で，有意
水準 5%で検証されなかった仮説は H3（規模(Size)の欠陥率(Defect density)に対する影響）の
みであった．図 3.5 から H3 のパスを除いた図 3.6 の因果モデルの CFI は 1.000 ，χ2 は 2.8，
自由度は 2 であり，データとの当てはまりの良さを示した．図 3.6 のパス係数の推定結果を
表 3.6 に示す． 
図 3.6 の各パス番号の下に書かれている数値は標準化推定値で，元の変数が 1 標準偏差
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変数の単位
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H8：Effort   → Defect Density .844 .57 4.219 *** 
H9：Elapsed →Defect Density -2.153 -.90 -6.098 *** 
Signif. codes:  ‘***’  0.001 
 
3.5 提案モデルに基づく推定精度改善 
本章では図 3.6 の因果モデルを提案モデルと呼び．複数要因間の相関構造(Implied 
Correlation Structure)を QCD の推定に用いることで，それらの見積精度が従来手法より改善
することを示す．従来の推定式と提案モデルから導かれる推定式を示した後，推定精度の
比較を行う． 
3.5.1 推定式 
3.5.1.1 従来手法での推定式 
(1) 工数 
 IPA の SEC 部門が発行している「ソフトウェア開発データ白書」（IPA/SEC(2012)）では
FP 値から(3.10)式の累乗関数で工数を推定している（ISBSG が提供するツールも同様の式で
推定している）． 
工数 ＝  A × FP 値 B          ･･･(3.10) 
（係数 A と指数 B は(3.10)式を母集団に当てはめ回帰分析により求める） 
 
3.2.4 節で述べた 1,331 プロジェクトに(3.10)式の累乗関数を当てはめた回帰分析を行う
と(3.11)式が導出される． 
以降の数式で用いる変数及び単位は表 3.3 で定義した通りとし，対数は常用対数を用い
る． 
 
Ef ＝ 42.977 × FP0.7359    
logEf ＝ 0.7359logFP＋1.633       ･･･(3.11) 
 
(2) 工期 
ソフトウェア開発工期に関しBoehmの簡略式は(3.12)式を用いている（Boehm, et al.(2000)）．
ここでの工数は人月であり PM で表わされている． 
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El＝2.15  ×  PM1/3             ･･･(3.12)                
 
(3.12)式の係数 2.15 と指数 1/3 は Boehm が研究に用いたプロジェクト群に当てはめて得ら
れたものである．そこで 3.2.4 節で述べた工期データを持つプロジェクト 1,151 件で開発工
数と開発工期の回帰分析をBoehmの回帰式に当てはめて行うと (3.13)式が得られる．但し，
ここでの工数は人時であり Ef で表す． 
 
El ＝ 0.3063 × Ef 0.388    
logEl ＝ 0.388logEf－0.514          ･･･(3.13) 
 
(3.12)式と(3.13)式とでは工数の単位が異なるため，切片項の推定値が大きく異なる． 
3.5.1.2 提案モデルでの推定式 
工数・工期・欠陥率の推定式は図 3.6 のモデルでの解析結果で得られた表 3.6 のパス係数
の非標準化推定値(Non-std. Estimate)と表 3.7 に示す切片(Intercept)からそれぞれ
(3.14)(3.15)(3.16)式で表すことが出来る． 
 
表 3.7 各従属変数の切片 
Signif. codes:  ‘***’  0.001 
 
logEf＝0.730logFP－0.287logPHR＋1.746                      ･･･(3.14) 
logEl＝0.041logFP＋0.519logPHR＋0.416logEf－0.897                 ･･･(3.15) 
logDd＝1.884logPHR+0.844logEf－2.153logEl－0.101                 ･･･(3.16) 
（Dd：欠陥率とする） 
 
3.5.2 推定精度の比較 
決定係数による比較と，最新のデータをそれ以前のデータから推定することによる比較を
Intercept Std. Error t –value Signif. Codes 
Effort 1.971 .068 28.931 ***
Defect Density 2.850 .563 5.66 ***
Elapsed Time -.886 .059 -14.906 ***
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行う． 
3.5.2.1 決定係数による比較 
先行研究に基づき使用されている方法と，提案モデルの方法との決定係数での比較を工数，
工期，欠陥率各々に対して行う．3.5.1 節で記した各々の推定式での決定係数は表 3.8 の様に
なる． 
 
表 3.8 決定係数での Boehm 推定値と本推定値の比較 
 
 
 
 
 
(1) 工数 
Boehmの簡略式を本解析データに当てはめて得られた(3.11)式での決定係数は 0.42 にな
る．一方提案モデル下の(3.14)式での決定係数は 0.44 であり，従来方式の決定係数 0.42 より
若干良くなっている．提案モデルは，表 3.6 及び図 3.6 のパス上に記した工数の要因の標準
化係数を見ると，規模の影響が 0.64，ピーク要員比率の影響が－0.16 となっており，工数に
対しピーク要員比率が規模の約 1/4 の影響力を持っていることを新たに示している． 
 (2) 工期 
Boehmの簡略式を本解析データに当てはめて得られた(3.12)式での決定係数は 0.41にな
る．一方提案モデル下の(3.15)式での決定係数は 0.63 であり大幅に改善している．その理由
は，従来方式が工数だけで工期を推定したのに対し，提案モデルはピーク要員比率及び規模
からの影響も加味したことにある．その要因の標準偏回帰係数を見ると，工数の影響が 0.68，
ピーク要員比率の影響が 0.47，規模の影響が 0.06 となっている． 
(3) 欠陥率 
2.1.3 節で記した COQUALMO の欠陥数推定式は規模のべき乗となっているが，表 3.5
のデータを基に規模と欠陥数との関係を回帰分析しても決定係数は 0.04 弱にしかならず関
係性は全く認められない． 
一方，本研究では提案モデル構造，及びその個別パスの詳細を書いた表 3.6 が示す様に，
欠陥率(Defect density)は，ピーク要員比率(Personnel Height Ratio)，工数(Effort)，工期(Elapsed 
  Boehm This paper 
Effort 0.42 0.44
Elapsed Time 0.41 .63
Defect Density － 0.39
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time)と 5%有意の偏回帰関係があり，これら 3 つを説明変数とする(3.16)式では 0.39 という
決定係数が得られた． 
3.5.2.2 推定式の予測精度の検証 
ここでは直近 2 年（2007 年～2008 年）のデータを予測精度の検証用データとし，1989
年から 2006 年迄のデータのみを用いて推定式を再計算し，検証用データに対する予測精度
の検証を行う．従来方法に比べ改善効果の大きかった工期と欠陥率に関して従来方式との
比較を示す． 
(1) 工期推定式の実用性検証 
1989 年～2006 年のデータを使って得られる Boehm の推定式を対数変換すると(3.17)
式になる． 
 
El ＝ 0.3050 × Ef 0.388  
logEl=0.388logEf－0.5157                             ･･･(3.17) 
 
同様に 1989 年～2006 年のデータを使って共分散構造分析で計算される係数と切片か
ら工期に関する下記の推定式が得られる（(3.18)式）． 
logEl＝0.041logFP＋0.507logPHR＋0.413logEf－0.885                  ･･･ (3.18) 
 
これらの推定式を 2007～2008 年のデータでピーク要員比率が捕捉できている 17 件のプ
ロジェクトに当てはめ，真値との残差を比較評価する（表 3.9 参照）． 
 
表 3.9 工期の Boehm 推定式と本推定式の精度比較 
 
 
 
MMRE: Mean Magnitude of Relative Error 
 
Boehm の方式よりバイアス(MMRE)もバラツキ(Standard Deviation)も少なく，結果として
誤差の平均二乗誤差（RMSE)が Boehm の工期推定式では 1.424 であるのに対し，本方式で
  Boehm  This paper 
MMRE 66.9% 39.8% 
Standard Deviation 1.257 0.755 
RMSE 1.424 0.853 
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は 0.853 であり，40%の改善が図られている．ソフトウェアメトリックスの先行研究では
推定精度を MMRE で比較するのが一般的であるが，工期の推定精度に関し，MMRE など
を測定した先行研究は見当たらない．存在するのは，ソフトウェア開発ﾃデータを収集し分
析している団体が工数との関連を決定係数で示したものだけとなっている（表 3.10）．ど
の団体の分析結果より本研究の決定係数の方が良い値になっている． 
 
表 3.10 各種団体による工期推定 
調査主体 ソフトウェア開発 
データ白書 
IPA/SEC(2012) 
ソフトウェアメ
トリックス調査
JUAS(2012) 
ソフトウェア開発 
データリポジトリの分析 
経済調査会(2010) 
本研究 
データ区分 新規 新規 新規 新規&再構築
決定係数 0.50 0.46 0.55 0.63 
 
MMRE を算出しているものは，工数に関しての先行研究のみになっている．本研究と同
じ新規開発プロジェクトを対象にした推定は Shepperd（1997）などに限られている．
Shepperd（1997）は Deshamais(1989)のデータ（カナダのソフトウェアハウスの顧客向けプ
ロジェクト）において Analogy で推定した場合の MMRE を 60%としている．本研究の工
期の MMRE39.8％はこれより良い値になっている．RMSE を算出している先行研究は生産
性に関するものしか見当たらない．（Maxwell(1996)）はヨーロッパの宇宙・軍事・工業シ
ステムを対象とした 99 プロジェクトに関する工数と TOOL を説明変数にした生産性の推
定で RMSE0.83 としている．工期に関する本研究の RMSE の 0.85 はこれに匹敵する値にな
っている．先行研究に比べれば本研究での工期推定精度は改善されているが，実用面では
より高い推定精度が望まれる3． 
(2) 欠陥率推定式の実用性検証 
3.2.3 節で述べた様に先行研究 COQUALMO の簡略方式では規模から欠陥数を推定す
ることは出来ない．また，H3 の仮説が棄却されなかったことから規模と欠陥率との有意な
相関も確認できなかった．また，実際のプロジェクト管理では過去の欠陥率の平均値を基
に目標値が設定されることが多い（IPA/SEC(2012)）．これらのことから従来方式としては
1989 年～2006 年の平均欠陥率を用いる．1989 年～2006 年のデータを使って得られる平均
                                                  
 
3 本章では工期の推定に工数と規模，PHR だけを用いているが，4 章では，外製程度と専従率の影響に関して記述し，5 章では手法・
技法の影響力に関して記述している．これらを説明変数に加えていくことで，工期の推定精度は改善していけると考えている． 
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値は 261.09/KFP になる． 
提案モデルによる欠陥率の推定式は 1989 年～2006 年のデータを使って得られる係数と
切片から(3.19)式となる． 
 
logDd＝1.998logPHR＋0.869logEf－2.387logEl－0.021        ･･･(3.19) 
 
2007年～2008年の欠損値が 3.2.2節の条件で測定されている 12件のプロジェクトに当て
はめ，平均値と本方式での推定値とを真値との残差で比較評価する(表 3.11）． 
 
表 3.11 欠陥率の平均による推定と本推定式の精度比較 
 
 
 
 
平均欠陥率を用いた推定では大きな正のバイアスが見られる．これは 1989 年～2006 年
のプロジェクトの中に外れ値があり平均値が 261.09/KFP と高くなっているためである．本
論文の推定方式では，この様な外れ値があってもバイアスもバラツキも少なく，表 3.10 に
よれば誤差の平均二乗誤差(RMSE)が 80%減少している． 
3.6 進捗改善施策の見える化 
本節では提案モデルが，規模，工数，工期，ピーク要員比率，欠陥率間の因果関係全体を
定量化しているために，プロジェクト管理を行う上で必要な感度解析にも適用可能であるこ
と，すなわち，特定の要因の変化が他の変数に及ぼす影響の大きさを推定可能としているこ
とも示す． システムの企画や，見積時に規模と品質，開発コスト，納期の目標値が定めら
れる．システム開発が決定されると，開発プロジェクトの管理者はこれらの目標値の実現手
段を具体化するため，各工程の工期，成果物，品質，要員配置などを盛り込んだプロジェク
ト計画書を作成する．以降プロジェクト管理者は各成果物作成に向けた進捗状況と品質状況
を把握し，生産性を確認し，要員調達や要員配置，生産性改善，品質改善，要件調整（実現
機能の先送り，簡略化などに関する顧客との調整）などを行っていく．従って，プロジェク
ト管理には，これらの状況を指標化し，一つの指標が他の指標や目標に及ぼす影響を推定す
ることが必要となる．また計画が崩れた際，取り戻すための施策効果を予測することも必要
  Average method This paper 
MMRE 1354.3% 188.5% 
Standard Deviation 12.407 3.104 
RMSE 18.367 3.631 
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とな
る． 
提
案モ
デル
から
算出
され
る制
御変数の結果変数への影響力の大きさを示したものが表 3.12 となる． 
 
表 3.12 総合効果 
 
Norm.: Normalization 
 
表 3.12 は制御変数(Controlled variable)から結果変数(Outcome variable)への直接効果（回帰分析で
は偏回帰係数で計量される）及び間接効果（ある変数を経由した効果で，係数の積で表さ
れる）を加えた総合効果と標準化総合効果を記している．  
3.6.1 制御変数が変化した場合の影響力の推定 
表 3.11 の非標準化総合効果は観測変数の単位に依存する．そのため，全ての変数を標
準化し，各結果に対する影響の大きさを比較するための指標が標準化総合効果となる．具
体例として図 3.7 の様な要員分布のソフトウェア開発プロジェクトで推定値を示す． 
 
 
 
 
Controlled variable 
Size PHR Effort Elapsed Time 
O
utcom
e variable 
Effort .730 -.287  
 Norm. .645 -.160 .  
Elapsed Time .345 .400 .416 
 Norm. .496 .363 .678 
Defect Density -.126 .730 -.052 -2.153 
Norm. -.075 .295 -.035 -.897 
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図 3.7 ピーク要員比率が 1.143 の場合 
 
プログラム開発工程の要員を大きく増やし，ピーク要員比率を 2 倍にした場合，全体と
して次の様な効果を及ぼすことが推定できる． 
(3.2)式のPHR＝GPP÷NAPで，図 3.7からGPPは 6であり，平均実効要員数NAPは(3.20)
式となる． 
					ܰܣܲ ൌ ሺ4 ൈ 1ሻ ൅ ሺ6 ൈ 2ሻ ൅ ሺ5 ൈ 1ሻ4 ൌ 5.25						･･･ሺ3.20ሻ 
従ってピーク要員比率 PHR は(21)式となる 
 ܲܪܴ ൌ ܩܲܲܰܣܲ ൌ
6
5.25 ൌ 1.143      	･･･ሺ3.21ሻ 
このピーク要員比率が 1.143 から 2 倍の 2.286 になった場合，対数では 0.058 から 0.359
に変わることになり，差は 0.301 となる．表 3.11 でピーク要員比率(PHR)から工期(Elapsed 
Time)への非標準化パス係数が 0.400 になっているが，これはピーク要員比率の対数が 1 動
いた時，工期の対数が 0.400 動くことを示す．この例では 0.301 動くと仮定しているので，
工期の対数は 
0.301 × 0.400 ＝ 0.120 
動くことになる．この対数 0.120 の真数は 1.32 である．従ってピーク要員比率が 1.143 か
ら 2 倍の 2.286 になった時，工期は 1.32 ヵ月延びると推定できる（図 3.8）． 
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図 3.8 ピーク要員比率が 2.286 の場合 
 
この様に提案モデルは，一つの要因が動いた時，他の要因に及ぼす影響の大きさを，定
量的に推定することを可能にする． 
3.6.2 結果変数への影響力の分析 
表 3.11 に示す標準化(Normalization)された数値は要因間の影響力を相対的な大きさで
示しているため，他の指標に及ぼす影響力を比較することが可能になる． 
例えば欠陥率(Defect Density)を下げるために一番大きな効果を及ぼす変数を見つける
ためには，欠陥率の標準化の行を比較すればよく，工期(Elapsed Time)が最も大きい値-0.897
を示している．そして次に大きな影響を及ぼすのは-0.295 のピーク要員比率(PHR)であり，
工期を変えずにピーク要員比率を下げることで欠陥率を下げようとする場合，ピーク要員
比率を１単位動かした時の欠陥率が下がる度合いは，その上の行の標準化されていない係
数 0.730 と推定することができる．即ちピーク要員比率の単位は常用対数をとっているた
め，ピーク要員比率を 1/10 にすれば，欠陥率の対数は 0.730 倍少なくなることを示す． 
 
3.7 まとめ 
要員配置の尖鋭度と専任率という要因をピーク要員比率4という一つの指標にして
QCD の推定式の要因に加えることと，QCD 相互の関係を反映するモデルを構築し，1,331
プロジェクトに当てはめて得られる係数を基にした推定式を導いた．この推定式は従来方
式に比べ，工期の推定精度を 40％改善し，欠陥率の推定精度を 80%改善することを示した． 
そしてこのモデルを用いることで，プロジェクト進行過程に於いて，QCD の何れかの要
素を改善するために，他の QCD 或いはピーク要員比率を動かした場合の効果の推定が可
能となることを示した． 
これまで実用レベルでは工数の標準値しか設定できなかったものを，業界での共通化が
容易な要因だけで工期と欠陥率の標準値設定も可能にする．そしてこの標準値の設定はオ
ブジェクト指向など各種の手法の効果を QCD 各々の観点から測定するに必要な比較尺度
                                                  
 
4 ピーク要員比率を QCD 推定の説明変数とすること関する補足を補論 1 に記述する． 
Elapsed Time (+1.390month) 
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となる． 
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4．ソフトウェア開発プロジェクト計画要因と QCD 
 
ソフトウェア開発の生産性に影響を及ぼす要素は多岐に渡り，その各要素間の相互作用
があるため，単一の要素だけの影響を比較することは通常の方法では困難である．比較対
象を除いて同じ条件にすることは不可能であり，隠れた他の要素による影響に結果が左右
されてしまうためである．この問題に対するため，本論文ではまずソフトウェア開発の生
産性を左右する幹となる要因だけに絞ってその相互間の因果関係を解明し，そこで明らか
にした因果関係をコントロールして比較したい要素の影響を計量するステップを踏む． 
本章では幹としてソフトウェア開発プロジェクトのスタート時に作成するプロジェクト
計画の要素である，体制，工程配分，開発手法の中の主要な要素を取り上げる．体制から
は外製程度（内製と外製の程度）と個々の要員の専任率（他の業務も含めた全体業務の中
で当該プロジェクトに従事する割合），工程配分からは要求定義工数割合と製造工数割合を，
そして開発手法からは手法の先進性を主要要素とする． 
要求定義工数割合を取り上げるのは，要求定義工数割合が増えることは，要求定義作業
がスムーズで無く，品質に悪影響を及ぼしている，という仮定を設定しているためである．
また外製程度を取り上げるのは，外製の割合が高いことは全体的に見れば品質には悪影響
を及ぼす，という仮説であり，開発手法を取り上げるのは，多くの取組がなされている先
進的な開発手法は工数短縮や品質の改善に役立っている，という仮説を立てているためで
ある．更に要員の専任率を取り上げるのは，専任率が高いことが工数・工期・品質の何れ
にも良い影響を与えているという仮説を立てるためである． 
そしてこれらの要素間相互の因果関係を解明する手段として共分散構造分析を用いる． 
以降，4.1 節では構造モデルの設定，4.2 節では仮説的因果モデルの設定，4.3 節では検証
に用いるデータと分析結果，4.4 節で考察，そして 4.5 節でまとめと今後の課題を述べる． 
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4.5 まとめと今後の課題 
ソフトウェア開発の QCD を左右する幹となる要因で，能力などでは無く，客観的に評価
出来る指標として，4 章のピーク要員比率に続き，本章では外製程度，手法の先進性，そし
て工程工数比を取り上げたモデルを設定した．333 プロジェクトデータに当てはめ，10%有
意のパスだけを残し，CFI での適合性 0.731 となる共分散構造モデルを得た．標準化総合効
果で，工数削減には手法先進性が 0.322，外製程度が 0.226，製造工程割合が 0.195 の順でプ
ラスの影響力があり，工期短縮には外製程度が 0.242，手法先進性が 0.099，製造工程割合
が 0.060 の順でマイナスの影響力があり，欠陥率の改善には手法先進性が 0.295 のプラスの
影響力があり，要件定義工数割合 0.480 外製程度 0.160，製造工数割合 0.069 の大きさでマ
イナスの影響力があることなどを検証した． 
解析結果は母集団の特徴によるところも大きいため，今後，当解析で用いた ISBSG のプ
ロジェクト特性との関係を精査すること，他の母集団へ適応し，その違いを吟味すること
などの必要があると考えている． 
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5．ソフトウェア開発で使用する手法の効果 
 
一般的に開発手法の効果を測定するには，当該開発手法の効果に大きな影響を及ぼす他
の要因を一定に保つ必要がある．4 章において，プロジェクト改革段階で調査可能な外製程
度，専任率，手法の先進性，そして工程工数比の 4 つの要因と QCD との計 7 変数の相互関
係を分析したが，手法の先進性に有意な影響力があるのは外製程度であることを示した．
本章ではこの結果を用いて，外製程度を一定にコントロールして開発手法が QCD に及ぼす
効果を測定するモデルを示す． 
前章の 4 章では利用するソフトウェア開発手法の先進性を指標化する際，オブジェクト
指向，DOA（データ中心），Waterfall という 3 つのカテゴリーのみを用いた（4.11③節）．
本章では ISBSG のプロジェクトデータ(ISBSG(2009))で使用されている全てのソフトウェア
開発手法について，工数・工期・品質への影響度を測定するモデルを構築して，開発手法
の効果について分析する． 
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5.6 まとめと今後の課題 
各種手法のQCDへの効果を大きく左右する外製程度を固定する図 5.1の測定モデルを構
築することで，これまで計測できなかった表 5.5 に示す様な各手法の QCD への効果が観測
できた．更に交互作用分析を行うことで，各手法がどのような外製程度の開発組織で有効
なのかを明らかにすることが出来た．今後，この様なモデルで継続的に開発方法の効果を
計測し，各手法の特色や年代に依存する普及状況，その使用組織，発展の経緯などを含め
て分析することで，QCD に対する要因効果の年代間差や組織間差に関する究明が進み，組
織の特性に応じた開発手法の適切な選択が出来る様になると考える． 
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6. システム開発外部委託管理のためのプロセス標準化 
 
 5 章で，ISBSG のプロジェクトデータに於いてはソフトウェア開発の QCD を全体的に良
い影響を与えている手法や技法はオブジェクト指向と Traditional という結果になった．
Traditional は其々の組織における伝統的手法であり．伝統的手法とは主に開発手順や各工
程での成果物を決めていることだと考えられる．何れの組織においても，またどの様な手
法や技法を使用するにせよ，集団で行うソフトウェア開発においては，開発プロセスの標
準化が必要となる．本章では，この開発プロセスの標準化について，その進め方の一例を
示し，このプロセスの標準化を 24 プロジェクトで実施した結果について論じる． 
 3 章～5 章の QCD のモデルは C に工数を用い，Q に欠陥率を用い，D に工期を用いてい
る．工数は開発側で把握するものであり，欠陥率も重大度などを含めて記録しているのは
開発側であることが多い．一方本章は開発委託側の管理がテーマであるため，委託側で工
数を把握することは難しくむしろ委託金額の方が重要である．また欠陥率を把握すること
は難しくむしろユーザ満足度の方が重要である．従って本章では，C を委託金額とし，Q
はユーザ満足度とする．また QCD統合モデルは，「Qと Dを保った上で Cを下げるために，
手法をどの様に工夫するか」という形になる． 
6.1 システム開発プロセス標準の現状と課題 
6.1.1 システム開発プロセス標準の必要性 
今日のソフトウェア開発において，システム開発プロセスの標準を定めることは極めて
重要と認識されている．たとえば CMMI（Paulk, et al. (1993)）ではその根底をなす考え方
として「システムの生産性と品質を向上させる上で IT 技術や方法論より組織管理の方が重
要である」と述べている．CMMI ではこの組織管理能力を組織の成熟度として 5 つの段階
に分けている．この考え方は現在多くの支持を受けている．インドのソフトウェア開発能
力の高さが言われているが，そのことを裏付けるものとして CMMI 適応レベルで最高段階
の 5 を取得している企業が多いことが引き合いに出されている．そしてこの CMMI が示す
5 段階の成熟度レベルの 3 ではシステム開発プロセス標準を設定することが柱となってい
る． 
ソフトウェア取引の前提としてもシステム開発プロセス標準の必要性は認識されている．
旧通産省は業界関係者からなる SLCP-JCF 委員会（Software Life Cycle Processes-Japan 
Common Frame）を組織し，「システム開発の共通フレーム」（SLCP-JCF98 委員会(1998)）
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を策定している．これはソフトウェア・ライフサイクルプロセス規格 ISO/IEC12207(JIS X 
0160)の内容を包含し国内の事情を加味して作られ，最新版は 2007 年に改定されている． 
6.1.2 ソフトウェア工学の成果の活用 
システム開発プロセス標準のなかにソフトウェア工学の成果を取り込むべきことは
CMMI においても言及されている．ソフトウェア工学は古くからソフトウェアの部品化や
再利用を提唱してきており，1980 年代以降の構造化手法はシステム開発の現場にも広く知
られるようになった．著者はソフトウェア工学の成果のなかでも，特に次のものをプロジ
ェクト管理やアーキテクチャ構築時に役立ててきた． 
(1) 部品化，レビュー 
部品化やレビューの開発効率への有効性に関しては（Jones(1986)）などで計量的に捉
えられている． 
(2) データ中心アプローチ（DOA） 
（堀内(1988) ）でデータ中心設計の効用が整理されている．また商業ベースでは DOA
を取り入れた CASE ツール（日立の SEWB 等），データ項目分析ツール（住商情報の
DataINTIMATE 等），データ整理コンサルティング（データ総研等）のサービスが行われて
いる． 
6.1.3 開発プロセス標準やソフトウェア工学的手法の普及状況 
Cusumano(1991)は 1960 年代後半から 80 年代後半にかけて日本を代表するコンピュータ
メーカー4 社が実践したソフトウェア工場に関する調査結果について，「OS などの製品製
造現場では製造業の品質管理やプロジェクト管理の原理をソフトウェアにも応用し，欧米
の一般レベルと同じかそれを上回っている」と述べている．しかし著者は，このような状
況は大企業で継続的なソフトウェア開発が行われている場合に限定されると考える．実際，
著者が関与した 250 前後のシステム開発現場のうちで，開発プロセス標準と標準ドキュメ
ント体系が存在するものはごく少数であった． 
6.1.4 問題の所在と解決のための方向づけ 
著者は，システム開発プロセス標準化が進まないのは，その実施内容を各開発組織が置
かれた状況にあわせて具体化しなければならないにも関わらず，そのための指針や適切な
具体例がほとんど存在していないことに原因があるのではないかと考える． 
たとえば，SLCP-JCF（SLCP-JCF98 委員会(1998)）においてはシステム開発の中で行わ
れるべきプロセスは策定されているものの，具体的にどのようなドキュメントを作成すべ
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きかについては記されていない．また逆に，ISO 9001 では作成すべきドキュメントが一律
に定められてしまっており，開発組織の特性やシステムの規模を無視して大量のドキュメ
ント作成や多重の手続きが強制されるあまり，生産性が阻害される現場も目にしている． 
これらの問題の別の要因として，ソフトウェア開発を必要とする多くの組織(企業や地方
公共団体など)にはソフトウェアの専門家が在籍しておらず，組織の状況に合わせたシステ
ム開発プロセス標準を作成する人材が存在していないこと，たとえ標準を制定したとして
も実際にソフトウェア開発を受注する企業体（多くは中小のソフトウェアハウスなどであ
る）にもこのような標準を実施した経験が乏しいこと等が挙げられる． 
著者はこのような問題を克服するためには，組織の実情に合わせて注意深くシステム開
発プロセス標準を設計し，組織および関連する企業体にうまく根付かせることが不可欠だ
と考えている．本論文は，著者が関わったある地方公共団体の事例を取り上げ，システム
開発プロセス標準の設計，普及活動およびその成果について報告するものである． 
6.2 ソフトウェア開発標準の具現化事例 
著者はある地方公共団体のシステム診断と改善策の提示を行うことになった．この改善
テーマのひとつがシステム開発プロセスの標準化であった．著者は取り組み易い標準化の
実践方法をコーディネートすることをコンサルティング業務の 1 つとしており，システム
開発標準の策定とそれにのっとった開発管理に取り込むこととなった．以下はこの事例で
作成した標準（総務企画部政策企画局総括情報企画監(2002)）とその標準規約の基に実施
された開発について述べる． 
6.2.1 事例における実施目的 
当地方公共団体でも間接コストの削減のため管理部門であるシステム部門の要員削減が
行われ，大規模システム以外は利用部門がシステムの管理も行っている．このような場合，
担当するのは若い人の短期ローテーションとなることが多い．若い人は業務にも不慣れで
あるためコンピュータシステムを業務に役立てる観点で観ることも難しい．また公務員の
人事異動は予告期間が短いため，前任者はドキュメントの整理を行う期間もなく，また新
任者は専門知識を習得する間もなく引継がれる状態となっている． 
このようなことから勢い，システムの管理は開発や保守を委託している個々のベンダー
に頼ることとなってしまうのが実態で，ベンダー間の競争を促進することはなかなか難し
い状態であった． 
この地方公共団体でシステム開発プロセス標準化を行う当面の目標は 2 つで，1 つはシ
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ステムの実態をきちんと管理できるよう，個別システムの利用部門（主務課）でシステム
要求仕様書を作成することであった．また２つめはより多くの地元業者育成の意味も含め，
入札の競争を促進させることであり，このためにはソフトウェア開発外部委託管理のため
のシステム開発プロセス標準化が必要であった． 
(1) 主務課によるシステム要求仕様書の作成 
ユーザの観点に立ち，また要求仕様をあまねく記述できる技術者は少ない．大規模シ
ステムの場合にはベンダーに要求仕様書の作成を依頼し，開発はまた別のベンダーに委託
する方法も必要であるが，小規模システムの場合には職員が支援を受けながら要求仕様書
を書いた方が表 6.1 のような利点があると考えた． 
 
表 6.1 要求仕様の記述者による利点比較 
開発側が記述する利点 利用者側が記述する利点 
 利用者は開発初期の時間を節約できる（後
で時間取られる） 
 ベンダーは開発に繋げ易い 
 
 対象業務を見直し易い 
 業務に適した要件を記述できる 
 ベンダーへの依存度が少なくなり，ベンダ
ー間の競争を促進できる． 
 
(2) 地元業者の育成と競争入札の促進 
開発標準のなかで開発途中に提示すべき設計書やその記述事項を予め明確にしておく
ことで，発注側はその提出時期や記述レベルなどから進捗状況や品質を把握することが出
来る．品質や納期を守らせること，追加費用を抑えることを狙っている． 
業者は要求仕様書が明示されることで入札に参加することが容易になる．またシステム
開発プロセスが示されることで手法を取得し，不足や改善事項が指摘されることで能力改
善が図られることを狙った． 
6.2.2 経緯と取り組み体制 
著者は外部コンサルタントのリーダとして当該公共団体のシステム診断を行った．150
前後のシステムを個別診断するなどの方法で当該公共団体システム全体の診断を行った．
またシステムをどのように改築し，システムの運営体制をどの様に変革すべきかについて
公共団体側と協議し全体計画の作成も実施した．計画は電算組織強化，クライアントサー
バシステム化，ネットワーク統合，システム間整合性の改善などが柱であった． 
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この一環として，標準化の作成とそれに基づく 14 のシステム開発が実行された．著者を
リーダとするコンサルティングチームは標準化案のたたき台を作成し公共団体側との協議
で案をつめ，実際に開発されるシステムの開発管理支援を行うこととなった（図 6.1 の取組
み体制図と図 6.2 の開発プロセスフロー図参照）． 
 
 
 
 
 
 
図 6.1 取組み体制図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.2 開発プロセスフロー図 
 
6.2.3 工夫点 
標準の策定に当たっては著者がシステム開発に取り入れている業界標準やソフトウェア
工学的な手法を適応させようとした．しかし前述のように業界全般としてドキュメントの記
述が少ない状態である．特に地方のベンダーが小規模システムの構築を行うに際し，あるべ
きドキュメントの記述を標準として規定することは大きな抵抗を伴うことであった．はじめ
からコンピュータベンダーの標準や SLCP などが指定するドキュメントを大幅に絞り込んだ
情報ｼｽﾃﾑ 
管理室 
外部コンサルタント(著者) 
主務課 
開発業者 
設計ﾚﾋﾞｭｰ
開発標準
要求ﾚﾋﾞｭｰ
ｼｽﾃﾑ企画 
基本要綱 
ｼｽﾃﾑ要求仕様
      
ｼｽﾃﾑ基本設
計仕様 
 
ﾃｸﾆｶﾙｱｰｷﾃｸﾁｬｰ
標準 
職員作業
システム詳
細設計仕様
ｼｽﾃﾑ管理
ﾏﾆｭｱﾙ 
ｼｽﾃﾑ運用
ﾏﾆｭｱﾙ 
ベンダー作業
システム開発支援チームによるレビュー
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（表 6.2）．また著者が普段用いている設計方法を簡略化し，基本的なソフトウェア工学手法
だけを取込むようにした（表 6.3）．更に具体的サンプルを示すことで，記述レベルの把握を
容易化した．そして実際の開発過程において作成支援やレビューを繰り返していった． 
 
表 6.2 作成ドキュメントの絞込み 
SLCP 付属の資料一覧 今回絞り込んだ資料 
 テクニカルアーキテクチャー標準 
情報システム構想企画書 
システム計画書 
システム企画基本要綱 
提案依頼書 
システム要求仕様書 
システム要求仕様(※) 
 下記等を記述 
①入力情報②出力情報 
提案書 
システム方式設計書 
業務運用詳細設計書 
ソフトウェア要求仕様書 
ソフトウェア方式設計書 
インターフェース方式設計書 
データベース方式設計書 
ソフトウェア導入報告書 
受入テスト報告書 
運用テスト報告書 
移行手順書 
システム運用評価報告書 
業務運用評価報告書 
システム基本設計仕様(※) 
 
業務運用マニュアル 
入出力操作マニュアル 
業務運用規定 
システム運用マニュアル(※) 
 
ソフトウェア詳細設計書 
インターフェース詳細設計書 
データベース詳細設計書 
ソフトウェア単体テスト報告書 
データベーステスト報告書 
ソフトウェア結合テスト報告書 
システム結合テスト報告書 
システム詳細設計仕様(※) 
 
システム運用マニュアル システム管理マニュアル(※) 
※：総務企画部政策企画局総括情報企画監(2002) 
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表 6.3 設計方法の簡略化 
著者が普段行う設計 今回の採否 
ｼｽﾃﾑ 
基本設計 
仕様 
 システム概念図 ◎ 
 業務フロー図 ◎ 
機能展開図(BFH) ◎ 
機能要求仕様記述 ◎ 
概念 ERD × 超大規模でなければ不要 
DFD(DataFlowDiagram) △ 大規模で事務フローを必須に
CD(Context Diagram) × DFD を省略するため 
 システム基盤記述 ソフトウェア構造 ◎ 
ハード／ネットワーク ◎ 
 安全性設計 ◎
 データベース設計 論理 ERD 〇 
表定義 ◎ 
表･機能マトリックス △ 大規模で必須に 
データモデル × 体系的な技術を要する 
項目･処理マトリックス × ドキュメント作成労力軽減 
DD(Data Dictionary) × 製造方法にまで言及のため 
 入出力定義 ◎ 
⑦ 総データ量，トランザクション量見積 △ 
画面帳票標準 △ 大規模以上で効果が大 
 規模＆スケジュール見積  
 移行設計  
⑩ 運用設計，総合テスト方式設計  
◎：小規模でも作成 〇：中規模以上で作成 △：大規模で作成 ×：超大規模で作成 
①～⑩：6,2,4(1)節の①～⑩に対応 
 
6.2.4 策定した標準とサンプルの内容 
標準とサンプルを作成したのは図 6.2 及び表 6.2 の塗り潰しをおこなった部分であった．
このなかからシステム要求仕様書とシステム基本設計仕様に関し，特に状況に適した標準化
策定に留意点した点を下記する． 
(1) システム要求仕様 
システム要求仕様書の業界標準は SLCP－JCF98 で「提案依頼書に記述すべき事項」と
して記述されている目次止まりの内容である．肝心の業務要件の記述方法に関しては個別に
標準を設定して行かなければならない．著者はこれまでの研究と開発経験から，DOA がシ
ステムの基本要件の骨格をなすと考えていること，そして職員が書き易くすることを考え，
下記のことを中心に標準化を図った． 
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① 入力情報 
データ項目が全て解る原票などを添付することを重視した．システム規模の源泉と
なる「システムの持つべき情報」がこれによって定まるからである． 
② 出力情報 
登録リスト類，台帳出力類など出力パターン毎に出力データの縦方向の並びが解る
ような代表帳票の出力サンプルを添付するなどのことを重視した．システムの柱となるフ
ァイルのキー構造がこれによって定まるためである．またシステムの構築範囲を明確にす
るため帳票の一覧を作成することを重視した． 
(2) システム基本設計仕様 
システム設計書をどのように区分し，それぞれの区分にどのような記述を盛り込むべ
きかに関しての業界基準は存在していない．個別ベンダー毎に規定は存在することが多い
が，前述のように著者が診ている250前後のシステムにおいては殆どの組織において統一さ
れていない．ここでの標準も個別に設定することになったが，著者が大規模システム開発
を行う場合，メジャーなソフト工学手法を体系付けて，システム基本設計仕様としては表
6.2の左側のものを作成しているが，今回は自治体の状況に合わせ下記のような適応を行っ
た． 
① システム概念図 
全体を 1 枚の図に解り易く表現することを目的にするもので，主要な情報の流れと
イベントの発生時期を描くことを重視した． 
② 業務フロー図 
システム的な厳密さの面で，Data Flow Diagram(DFD)の方が遥かにメリットがあり構
造化設計の要でもあるので，システム構築に習熟した者にとっては取り入れたいところで
ある．しかし DFD は初期の抵抗感が大きく，事務フロー図は時間と作業部署，システムが
行うこととの接点などが明確であるなど解り易い面が多いので，業務フロー図を作成する
こととした． 
③ システム基盤記述 
使用する機種やネットワーク，OS，データベース，言語，開発・運用ツールなどを
記述する．予算の制約上，継続的な保守契約の締結が確定できないため，保守性が大きな
ポイントとなる．また初めての基盤については実証手順が盛り込まれていることなどがチ
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ェックポイントとなる． 
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④ 安全性設計 
昨今重要視されている設計要件である．可用性，障害対策，不正アクセス対策など
は，具体的リスクを論議し，リスクに応じた対策を盛り込むようにした． 
⑤ データベース（以下 DB と略す）設計 
データ中心設計の考え方などを基に下記のものなどを盛り込んでいる． 
1) データと処理のマトリックス図 
サブシステム分割やデータモデリングなどの材料となる． 
2) Entity Relationship Diagram(ERD) 
DB 構造を示す． 
3) コード設計 
処理条件の判定キーとなる．基本設計のレビューで一番重視したのは ERD であ
り，業務要件の骨子がシステム構造の骨格となっているかの判定に用い，問題があった場
合には優先して対応するようベンダーに指摘した． 
⑥ 入出力定義 
細かな作業もあるため詳細設計以降に持ち越されることもありがちになるが，使用
するデータ項目の決定は DOA で重要なことであるため基本設計段階で終結させるように
した． 
⑦ 総データ量，トランザクション量見積 
保守性の観点で簡便なツールや言語を使用することを基本としたが，データ量によっ
ては本格的な言語や DB，運用環境を設定した． 
⑧ 規模＆スケジュール見積 
ベンダーが出したくない部分であるが，進捗管理のベースとなる数値であるため提示
することを原則とした． 
⑨ 移行設計 
旧システムからのデータ移行を行う場合，全体工数に及ぼす影響も多く，作業者の
スキルも要する部分であるため，記述必須事項とした． 
⑩ 運用設計，総合テスト方式設計 
早い段階からの設計が重要であり，基本設計段階で記述するものとした． 
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6.2.5 開発過程での作成支援及びレビュー 
地方公共団体側の積極的姿勢もあって標準化の制定はスムーズに行われた．制定の翌年
度開発された 15 システム全部が標準の通り推進されることになった． 
(1) 要求仕様書の作成支援 
各業務システム担当者に対し，要求仕様書の作成方法の説明や作成物のレビューを
1～6 回，平均 4 回繰り返した．全ての担当者が初めて要求仕様書なるものを記述したにも
関わらず，不足の無いものが出来上がった． 
(2) システム設計のレビュー 
門戸を広げたことで，システム開発力の弱いベンダーが落札したシステムもあったが，
基本設計のレビューを繰り返し，記述文言や ERD の具体的修正方法を示すことなどによっ
て立ち直っていった． 
6.2.6 効果 
職員による要求仕様書の記述は前述のように予想以上の完成度で，ほぼ期日通り仕上が
った．このことにより表 6.1 で記した目標とした利点が現れた．ベンダー任せにした時よ
りは職員の時間を取られた面もあったが，表 6.4 で示すように全体では時間を節約できる
結果となった面も多い． 
 
表 6.4 システム担当職員が要する時間の増減 
職員の時間が増えた面 職員の時間が減った面 
要求仕様書の作成  ベンダーへの説明 
 要求仕様書のレビュー 
 設計書の修正指摘 
 テスト時の問題指摘 
 関係者へのシステム説明 
 
ベンダーに頼らずシステム要求仕様書を作成したこと，不慣れな業者が参入しても開発
方法を明確に示し，チェクしていく体制が整ったことで，随契である必要性は大きく削減
された．また地元の中小の業者も積極的に指名するよう働きかけたことが功を奏し，平均
競争率は約 10 倍と競争入札が格段に促進されることとなった．新規に参入した業者は 4
社に止まったが，個々のシステムからみると 14 のシステムで業者が入れ変わったことにな
 
 
53
る．落札価格は予算の 2/3 に下がることとなった． 
4 システムが実績のない業者に落札されたことなどで進捗に問題を生じたプロジェクト
もあったが早い段階から標準開発プロセスに即したレビューを行うことによって是正して
いった． 
CMMI の成熟度でいえば大方の組織と同じようにレベル 2 の半ばだった状態から，レベ
ル 3 の多くを達成できていると思われる水準にまで改善している（表 6.5 参照）． 
 
表 6.5 CMMI に即した成熟度の自己評価 
CMMI レベル 3 のチェック項目 評価 
(1)組織全体でのソフトウェアの開発と保守の標
準プロセスが文書化されていること 
◎システム統括責任者(CIO)名で標準が作成さ
れ，組織全体に配布されている． 
(2)ソフトウェアエンジニアリングの効果的プラ
クティスを活用すること 
 
○関係者の技術水準に応じてソフトウェアエン
ジニアリングの効果的プラクティスを取り込
んでいる 
(3)Software Engineering Process Group(SEPG)など
管理する組織があり，全組織的トレーニング
プログラム，検証メカニズムがあること 
 
○情報システム管理部門の担当者と外部コンサ
ルタントのプロジェクトが標準プロセスの説
明を行い，成果物の丁寧なレビューを行い，
またベンダーの進捗を成果物ベースでチェッ
クし，改善指導している 
注) ◎：良く達成されている ○：達成されている 
6.2.7 実施後の課題 
(1) 問題点 
上記の効果の反面，下記の様な問題も生じた． 
① プロジェクトの開始が遅れたことなどから業務の見直しをする時間がとれなか
った 
② 開発工期が短く，スケジュールが遅れ気味になってしまった 
③ 基本設計終了後は，有効なチェックポイントを設けられず，外注管理が手薄に
なってしまった 
(2) 改善策 
上記の問題を踏まえ，その後下記の様な改善に取組んだ． 
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① プロジェクトの開始時期を早める 
② テスト基準や納品基準，受入基準を整備する 
③ 導入した標準の使易さ，効果を分析し改良する 
④ より踏み込んだ管理支援と職員の育成 
(3)大規模システムへの適用 
その後大規模なシステムの再構築が実施され，下記の様な改善を行った． 
① より大規模なシステムでは簡略化できないこともあるため，これらの標準に関する
整備 
② CMMI のレベルをより向上させるための標準プロセス策定 
③ ソフトウェア工学の利点がより得られるような実践的手段をより取り込んだ標準プ
ロセスの作成や実行組織の提言 
6.3 まとめ 
システム開発プロセスの標準化が重要であるが，それほど浸透していない．原因はその
実施レベルを個別の状況に合わせる指標が無いからである．指標として地方公共団体のシ
ステム外部開発委託の事例を示した． 
事例では職員がシステム要求仕様書をつくることで，システムのブラックボックス化を
解消し，また基本設計などの開発プロセス標準を定めることで外注委託管理の充実を図り，
競争入札を促進させることを目標とした．ジェネラリストがジョブローテーションでコン
ピュータシステム担当となる組織であり，技術的に高度な，また量的に過大な標準化を行
うべき組織ではなかった．業界標準や著者が使込んでいるソフト工学的手法をベースに，
設計手法と作成するドキュメントを絞り込んだ．利用者に理解を深めて貰うため，サンプ
ルの提示と作成段階のアドバイスを繰り返し行った． 
職員の資質や姿勢にも恵まれ要求仕様書は予想以上に鮮明となった．そして競争入札は
より促進され，15 システム中，11 システムで業者が入替わることになり，4 社の新規参入
があったため，全体で予算の 2/3 の落札価格で済むこととなり，地元中小業者の育成に繋
がった．進捗や品質に不安も生じたが，標準による外注管理の容易化などで対応できてい
る． 
しかし全てのシステム開発が予定通り進んでいるわけでは無く遅れも生じている．使い
勝手の改良や，詳細設計以降のチェックポイントの明示やテスト基準の作成などが今後の
課題と捉えている． 
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本来学問的に掘り下げるべきは，事例を通じて実践した標準化範囲の論理的必然性や方
法の妥当性である．しかし今回は「DOA を基調に経験的に絞り込んだ」という手法と「事
例では目的を達した」という効果にしか言及できていない．DOA 基調の手法に関しては「入
力原票分析(要求定義でのデータ項目重視)→入力と出力との関連分析（基本設計での ERD
重視）→ERD からクラス図への変換（詳細設計でのモジュール化重視）」というような一
貫手法として論じるべきと考える．また目的の達成度に関しては「システムのライフサイ
クルを通じての定量的な効果測定や他の方法（オブジェクト指向やアジャイル開発など）
との比較などで掘り下げるべき」ことだと考える．今後の研究課題と考えている． 
 
 尚，本章は投稿論文の内容を記しておりますが，投稿後に本施策の効果をアンケート調
査している．その結果については補論 1 に記載する． 
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7．本論文の結論と今後の課題 
 
7.1 結論 
ソフトウェア開発の QCD に関する可視化を進め，プロジェクト管理の計量化と開発手
法など各種の管理策や生産性や品質改善策のための手法・技法の効果測定を可能にするこ
とをテーマとした．このためには，段階的な整理が必要で，QCD の尺度の正確化，大
きな要因の切り分け，他の影響力を取り除く測定方法の確立というステップを踏むこと
の必要性を論じた．そして伝統的手法が最も効果が大きいという解析結果を受けて開発
標準プロセスを定着させる方法を提唱した． 
QCD 尺度の正確化に関しては，要員調達の緩急をピーク要員比率という指標にして推定
式の要因に加えることと QCD 相互の相関を反映するモデルを構築し，1,331 プロジェクト
に当てはめて得られる係数を基にした予測式で，従来方式に比べ，工期の推定精度を 48％
改善し，欠陥率の推定精度を 74%改善する推定式を開発した． 
大きな要因の切り分け，に関しては，外製程度，専任率，工程比率，開発手法の 4 要因
で構成するモデルを設定し，333 の実プロジェクトに当てはめ，工数削減率の 23％，工期
短縮率の 52%，品質改善率の 53%が説明できることを明らかにした．また開発手法に関し
ては，4 要因の中で外製程度のみが有意の相関をもつことを示した． 
そして「他の影響力を取り除く測定」に関しては，外製程度の影響力を取り除く QCD
への効果測定モデルを提唱し，1,352 プロジェクトの実データに当てはめ，各種開発手法の
QCD への効果を定量的測定できるようにし，各手法が何故その様な効果を持つのかに関し
論じられることを示した． 
最後に「手法や技術を導入し定着させるための標準プロセスの設定」に関しては，シン
プル化を狙った標準プロセスを提唱し，現場に受け入れられ，24 のプロジェクトへの効果
を調査した結果，競争入札を促進できたことなどから従来に比べ，費用は半減し，納期遅
れが６割以上あった状態から，8.4%に削減され，品質は 51％改善できる様になったことを
論じた． 
本論文の新規性は，ソフトウェア QCD を管理するための方法論として，新たな生産性
要因と QCD そのもの間に存在する相関関係を連立方程式モデルとすることで，これまで
難しかったソフトウェア QCD の一層の可視化が可能になってくることを示したことにあ
る．またこれまでの予測式がカテゴライズされたデータを個々に蓄積することでしか得ら
 
 
57
れなかったものを，より汎用的にすることが可能になることを示したものである．  
１章においてソフトウェア開発の QCD が目標値から大きく悪化してしまう現状の問題
提起を行ったが，3 章で示した QCD 推定値精度の向上と要因間の影響力把握，4 章のプロ
ジェクト計画要素の QCD への影響測定，5 章の効果測定に際してのノイズ除去，が可視化
を図り，6 章の標準化定着方法と伴にプロジェクト QCD の目標値からの悪化を抑制する有
力は手段となると考えている． 
 
7.2 残された課題と今後の展開 
 本論文ではソフトウェア開発の QCD に関する可視化を進め，プロジェクト管理の計量
化と開発手法など各種の管理策や生産性や品質改善策のための手法・技法の効果測定を可
能にする新たな方法を示している．そしてその有用性も示しているが，実用性という観点
では課題が残っている．個別組織毎に過去データを蓄積し，個別組織毎に各生産性要因の
有効度を設定しなくとも，業界の平均値の範囲で見積や効果の予測が可能であるモデルと
予測式を示したが，個々の開発組織の特性や，開発対象によっても予測式の係数は異なる
ことになる．本論文で示した連立方程式による推定式を，ISBSG データを母集団としての
予測式から，より多くの実データで検証し，進化させていくことで，大きな特徴の層別単
位である程度の精度で推定を可能にすることが今後の課題と捉えている．年々進化させる
予定である．また多くの方々が参加することで，その進化は飛躍的に早まると考えている． 
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補足 1 3 章で使用した，200 人時以下を除外した理由説明 
表１ 200 人時以下で平均チームサイズが１となるプロジェクトの割合が 6 割を超えて
いくことを示す状態 
 No. 
（横軸） 
Normalized  
Work Effort 
Average 
Team Size 
N 番目迄のプロジェクト内で，一人プロジェクトの数 
数 割合（縦軸） 
 1 26 1 1 100.0%
2 27 1.3 1 50.0%
3 48 1 2 66.7%
4 170 1 3 75.0%
5 193 2 3 60.0%
6 207 18 3 50.0%
7 220 1 4 57.1%
8 244 1.2 4 50.0%
9 296 2.2 4 44.4%
10 304 1 5 50.0%
11 330 2 5 45.5%
12 345 1 6 50.0%
13 363 2 6 46.2%
14 368 1 7 50.0%
15 406 1 8 53.3%
16 411 1 9 56.3%
17 434 1.8 9 52.9%
18 440 1 10 55.6%
19 441 1 11 57.9%
20 463 1.7 11 55.0%
21 487 1 12 57.1%
22 500 1 13 59.1%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 人時が少ない順のプロジェクト数と一人プロジェクトである割合 
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補足
 
2 4 章で使用した変数の分布
図 1
図 2
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専任率の
 工数の分
分布 
布 
 
 
 
 
 
図 3 工
図 4 工
60
数削減率
期短縮率
の分布 
の分布 
 
 
 
 
図 5 品
61
質改善率の分布 
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補足 3 5 章で使用した変数の分布 
 
 
図１ 工期短縮率の分布 
 
図 2 品質改善率の分布 
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補足 4 6 章のその後の研究 
6 章（システム開発外部委託管理のためのプロセス標準化）では，システム開発プロセ
スの標準化実施事例研究に関した掲載論文を記述しているが，論文記述後，当該標準化を
行ったプロジェクトに関する開発終了後のアンケートを実施している．15 のプロジェクト
から回答が得られた．プロジェクト毎の結果は表 1 の様になった． 
 
表 1 各プロジェクトの結果 
 落
札
率 
指 名
業 者
数 
県 で
の 
開 発
経験 
県 担
当 の
経 験
（年）
工期  
(月)
遅延  
品質改
善率 
開発担
当負荷
維持負
荷 
 
業務改善
効果 月 率 
PJ1 16.2% 23 0 1 8 1 12.5% 67% -50% -50% 0
PJ2 34.3% 23 ？ 1 8 1 12.5% 100% 10% -30% 0
PJ3 73.3% 4 0 0 7 0 0.0% 50%   -20% 0
PJ4 42.4% 3 0 0 5 1 20.0% 50%   -50% -30%
PJ5 14.2% 12 0 0 10 0 0.0% 67% 50% -50% -30%
PJ6 20.8% 12   1 ？     100%   -50% -20%
PJ7 71.4% 13 0 4 3 0 0.0%     -50%   
PJ8 99.0% 1 3 0 6 0 0.0% 0 10% 0 0
PJ9 95.4% 1 0 1 8 1 12.5% 25%   -20% 0
PJ10 99.4% 1 0 0 10 0 0.0% 25% 0 -20% 0
PJ11 23.9% 7 0 0 9     0 50%   0
PJ12 105.7% 5 0                 
PJ13 25.8% 7 1 0 8 1 12.5% 0   0 0
PJ14 98.5% 1 1 0 4.5 1 22.2% 100% 0 -30% 0
PJ15 99.9% 1 4 0 1 1 100.0% 25% 0 -50% -30%
平均 48.7% 12.7     87.5 7 8.0% 51% 9% -35% -8%
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指名業者数と落札率との関係は図 1 の様になった．指名業者を増やすことで，品質が落
ちること，工期が延びることが随分心配されたが，競争率と品質との有意な相関は認めら
れず（図 2 参照），落札率と品質との有意な相関も認められなかった（図 3 参照）． 
 
 
図 1 指名業者数と落札率との相関 
 
図 2 競争率と品質 
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図 3 落札率と品質 
 
また，落札率と遅延率の有意な相関も認められなかった（図 4 参照）． 
 
 
図 4 落札率と遅延率 
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全体としての結果は表 2 の様に纏められる． 
 
表 2 15 プロジェト実績に関するアンケート結果 
主な質問事項 回答内容 結果 
競争参加業者数  競争参加業者数  平均競争率：10.9 倍  
契約金額  落札金額 平均で予算の 48.7％ 
開発工期  月数  平均 8％遅れ 
既存業者有無  当該システムに従事していたか否か  14 システムで変更  
当該顧客での開発経験  他システムを含め，当該顧客での開発
経験年数  
8 システムで未経験  
顧客担当年数  保守も含めた当該顧客の担当年数  平均 7.2 ヵ月  
品質  従来通り，良くなった・・などの選択 平均で 51％改善  
顧客側負担  変わらない，増えた・・などの選択  平均で 6％増 
維持負担  減った  平均で 29%減  
業務改善効果  効果が少ない・・・などからの選択  平均で 10%改善  
コスト超過  金額  平均で 1.74%増  
遅延工期  月数  平均で 8.4%遅延  
発注側評価  今後の課題や，自由意見  システムの理解等  
受託者評価 有効・無効他自由意見  有効：７，負担：１  
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補論１ 3 章におけるその他の比較と PHR の予測可能性 
 
3 章（ソフトウェア見積の精緻化と管理指標の見える化）の補論として，A1.1 節でピー
ク要員比率を平均要員数と最大要員に置き換えた場合について述べる．また A1.2 節でプロ
グラム言語やアーキテクチャを説明変数にする場合とピーク要員比率を説明変数とする場
合の関係について述べる．更に，提案モデルに言語やアーキテクチャを加えた場合につい
て A1.3 節で述べる．最後に，A1.4 節でピーク要員比率の計画段階での推定可能性に関し
て述べる． 
 
A1.1 ピーク要員比率を平均要員数と最大要員に置き換えた場合 
(3.2)式での定義の様にピーク要員比率は見掛け上の最大要員数（他業務に携わっている
か否かによらず数えたピーク時の要員数）を，専任率を考慮する正味平均の要員数 NAP(Net 
Average Persons)で割った値としている．そして NAP を(3.3)式で工数を工期で割った値とし
た．従って，ピーク要員比率は(3.5)式で示す様に，「見掛け上の最大要員数を見掛け上の平
均要員数割った値」と「専任率の逆数」を掛けた数値となる．専任率は当該業務に従事し
ている割合（専従率）と，残業率を掛けた概念になる．従って，ピーク要員比率は，「急に
要員を増やすことの弊害」，「兼務率を大きくすることの弊害」，そして「人を増やす前にま
ず残業で補うことの効率化」という工数・工期・欠陥率の何れにも影響を及ぼすと考えら
れる 3 つの現象を重ねわせた因子となる． 
ピーク要因比率は，開発スケールに対して不変量なことも，工数や工期の説明要因を選
ぶ際の観点と考えられる．一方，工数は，要員数×工期で表せ，工数の説明変数として，
工数の定義式に現れる要員数を用いることについては妥当性に関わる議論が生じる． 
専任率を考慮しない，見掛けの平均要員数 GAP（ISBSG データ(ISBSG(2009))の Average 
Team Size）を用いないことのもう一つのメリットは，欠損値を少なくできることである．
(工数÷規模)で算出できる平均実効要員数は，1,151 件あるのに対し，Average Team Size が
あるのは 208 件でしか無い．説明変数と目的変数が揃っていないデータを削除した回帰分
析は，欠測が完全にランダム（Completely Missing at Random）でない限りバイアスが生じ
る(Little(2002))．一方本研究で行っている共分散構造モデル当てはめでは，欠測確率が欠測
値自身に依存しない限り（MAR, Missing at Random），バイアスのない推定を用いている． 
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また，当てはめの決定係数が 0.25 と小さい．ただし，これは平均要員数の欠損が多く，
1,331プロジェクト中 1,128プロジェクトも対象外となってしまうことも原因として考えら
れる．なぜならば， (A1.1)式を工数だけを説明変数にしたとき，分析に用いる説明変数を
減らしたにも関わらず，分析に利用できる標本が多くなるため決定係数は 0.41 に増加する
からである．しかし，この決定係数 0.41 ですら，図 3.6 として提案したモデルでの工期の
決定係数 0.63 を大きく下回る． 
 
② 最大要員数の場合  
次に，最大要員数を加えた場合は(A1.2)式が推定式として得られた． 
 
logEl＝－0.677***＋0.524***logEf－0.314***l logGPP         ･･･
(A1.2) 
 
ここで，重回帰分析(A1.2)の自由度調整済み決定係数 0.44，残差標準偏差は 0.245(自由
度 497)である．この場合の決定係数 0.44 も，図 3.6 の提案モデルでの工期の決定係数 0.63
を大きく下回る． 
 
 (2) 欠陥率の推定 
平均要員数又は最大要員数も説明変数に加えた重回帰分析を行う． 
① 平均要員数の場合 
平均要員数を加えて分析した結果は(A1.3)式となる． 
 
logDd＝1.782*－0.223logFP＋0.205logGAP              ･･･(A1.3) 
（Dd：欠陥率とする） 
 
ここで，重回帰分析(A1.3)の自由度調整済み決定係数 0.07，残差標準偏差は 0.524(自由度
22)である． 
規模も平均要員数も片側 10%有意にもならず，決定係数も 0.07 にしかならない．提案モ
デルでの決定係数 0.39 に比べ大きく劣る． 
 
 
 
72
 
② 最大要員数の場合 
最大要員数を説明変数に加えた場合は(A1.4)式が推定式として得られた． 
 
logDd＝2.261***－0.580***logFP＋0.731***logGPP         …(A1.4) 
 
ここで，重回帰分析(A1.4)の自由度調整済み決定係数 0.24，残差標準偏差は 0.459(自由度
59)である． 
この場合の決定係数 0.24 も，図 3.6 の提案モデルでの工期の決定係数 0.39 を大きく下回
る． 
 
A1.1.3 比較結果のまとめ 
ピーク要員比率を要因として検証された図 3.6 のモデルの決定係数を見ると，工数の説
明力は 0.44，工期の説明力は 0.63，欠陥率の説明力は 0.39 となった．このことと A1.1.1
節及び A1.1.2 節で記述したことをまとめると表 A1.1 になる． 
 
表 A1.1 従来方式（要員数）との比較 
 従来方式 or 従来方式に要員数 
(重回帰) 
提案モデル 
(共分散構造) 
従来方式 説明変数 R2 説明変数 R2 
工期 COCOMO Ef, GAP 0.25 FP, Ef, PHR 0.63 
Ef, GPP 0.44 
Ef 0.41 
欠陥率 COQUALMO FP,ＧAP 0.07 Ef, El, PHR 0.39 
FP,ＧPP 0.24 
FP 0.01 
 
工期の推定に関し，国内のソフトウェアメトリックス公開データ（IPA/SEA(2012)）(経
済調査会(2010))(JUAS(2012))では COCOMO(Boehm(1981))の工数（Ef）だけを説明変数とす
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る工期推定式で分析を行っている．この方法に平均要員数や最大要員数を説明変数に加え
るより，本研究のピーク要員比率を変数に加え，また規模と工数からの影響を加える方法
の方が工期推定精度を大幅に改善している． 
また欠陥率に関しては一般に目標値はあっても推定は行われておらず，ソフトウェアメ
トリックス公開データにも記載されていない．COQUALMO では規模（FP）をベースにし
た推定式が研究されている．この規模に平均要員数や最大要員数を説明変数に加える方法
より，本研究のピーク要員比率を変数に加え，また工数や工期からの影響をも配慮する方
法の方が欠陥率推定精度を大幅に改善している． 
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A1.2 言語やアーキテクチャを説明変数とすることとの比較 
A1.2.1 工数 
 従来方式を重回帰モデルとし，規模以外の説明変数を言語とアーキテクチャとする．先
行研究に関し記述した 2 章の 2.1 節で記した様に，ISBSG データ(ISBSG(2009)を用いた工
数推定の研究は複数ある．しかし使用している説明変数の設定値まで明示されているのは
限られている．Mendes(2007)の研究では下記の様に示されているので，この説明変数を用
いる． 
 
言語 3GL を使用している場合は 1，他は 0 
      4GL を使用している場合は 1，他は 0 
プラットフォーム ﾒｲﾝﾌﾚｰﾑ(MF)の場合は 1，他は 0 
            Midrange(MR)の場合は 1，他は 0 
            PC の場合は 1，他は 0 
 
工数(Ef)推定の説明変数として，規模（FP）以外に上記の変数を用いて，提案モデルの解
析で使用したのと同じ1,331件のプロジェクトデータに当てはめ重回帰分析をおこなうと，
(A1.5)式が工数の推定式として得られた． 
 
logEf= 1.453***+0.766***logFP + 0.112***3GL－0.070*4GL + 0.184***MF +0.147***MR 
＋0.005 PC                          ･･･(A1.5) 
ただし，偏回帰係数については，*を付けたものは 5％有意，***を付けたものは 0.1%有意
を示す． 
 
ここで，重回帰分析(A1.5)の自由度調整済み決定係数 0.474,残差標準偏差は 0.391(自由度
1324)である． 
ダミー変数 PC は 10%有意でもなかった． 
一方言語・アーキテクチャに代え，本研究で提案する PHR を説明変数とし，重回帰分析
すると(A1.6)式の様になる． 
 
logEf= 1.566***+0.813***logFP – 0.337*** logPHR             ･･･(A1.6) 
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ここで，重回帰分析(A1.6)の自由度調整済み決定係数 0.486,残差標準偏差は 0.403(自由度
497)である． 
(A1.5)式と(A1.6)式を比較すると，決定係数は(A1.6)が残差標準偏差は(A1.5)が優れており，
実質的には優劣のつかない結果となっている． 
 (A1.6)式に対応する共分散構造モデル当てはめから得られる工数の決定係数は 0.44 と若
干小さくなる．しかし共分散構造モデル当てはめは，欠測データを MAR の想定の下で適
切に処理しており，決定係数のバイアスは小さいと考えられる． 
 
A1.2.2 工期 
 COCOMOⅡ(Boehm(2000))のスケール・ファクタやスケジュール制約の代わりに，
ISBSG データ(ISBSG(2009))を用いた工数推定の先行研究で説明変数として用いられて
いるものとして，A1.2.1 節と同様の要因を追加し，同様のデータに当てはめ，重回帰分析
をおこなうと(A1,7)式を得た． 
 
logEl=－0.469***＋0.382***logEf－0.090***3GL－0.0344GL+0.090***MF +0.017MR 
＋0.043*PC                                             ･･･(A1.7) 
 
ここで，重回帰予測(A1.7)の自由度調整済み決定係数 0.43，残差標準偏差は 0.249(自由度
1,144)である 
言語では 3GLのP値が一番小さく 0.0000343となっている．言語はダミー変数で，4GL，
3GL，APG の 3 種類があるため，ボンフェローニの方法で調整すると P 値は 0.000103 で
あり，言語全体の影響は片側 0.1%有意となる．プラットフォーム MF の P 値も同様に片
側 0.1%有意となる．しかしこの回帰式で得られる工期の決定係数は，高々0.43 で，提案
モデルの 0.63 に比べ説明力は小さい． 
 
A1.2.3 欠陥率 
COQUALMO(Chulani(1999))(Madachy(2008))のスケール・ファクタと Effort Multiplier の代
わりに工期同様 ISBSG データ(ISBSG(2009))の先行研究で用いられている説明変数を当て
はめると(A1.8)式を得た． 
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logDd=2.402***－0.223logFP－0.4913GL－0.719*4GL+0.111MF +0.240MR 
＋0.288PC                                                 ･･･(A1.8) 
 
ここで，重回帰予測(A1.8)の自由度調整済み決定係数 0.03，残差標準偏差は 0.770(自由度
94)である． 
規模も片側 10%有意にもならず，有意性を示すのは 4GL の P 値 0.017 だけである．4GL
はダミー変数なのでボンフェローニの方法で調整すると P 値は 0.051 であり，片側 10%有
意となる．この回帰式で得られる欠陥率の決定係数は 0.03 で，提案モデルの 0.39 に比べ説
明力は小さい． 
 
A1.2.4 まとめ 
 以上，A1.2 節で行った工数，工期，欠陥率の推定結果を，先行研究の言語・アーキテク
チャを説明変数で行った場合と，当提案モデルのピーク要員比率を用いて行った場合とで
比較すると表 A1.2 となる． 
 
表 A1.2 従来方式との比較(ｱｰｷﾃｸﾁｬ) 
 
欠陥率に関し，推定が可能なレベルになってきていることと，工期に関しては推定精度が大
きく改善されている． 
 
A1.3 提案モデルへの言語・アーキテクチャの効果導入 
以上の回帰分析を参考に有意性を示したダミー変数を図 3.6 のパス解析の中に説明変数とし
て加え，全ての変数間のパスを繋ぎ，両側 10%有意にならないパスを除く，というサイモン・
ブレイロック手順で再解析を行った結果を図 A1.4 に示す． 
 決定係数 
従来方式 
（重回帰式） 
提案モデル 改善率 
共分散構造分析 重回帰式 
工数 0.47 0.49 4%
0.44 -6%
工期 0.43 0.63 47%
欠陥率 0.03 0.39 1,200%
 
 
重回
ていな
パスで
 
 
4GL
用いた
このよ
A1.4
表 A1
 
MF 
PC 
3GL 
MR 
4GL 
logPH
logEf
logEl
logDd
帰分析によ
い関係は，
関係づけら
表
から工期へ
場合，0.04
うな手順で
での QCD の
.4 になる． 
logFP 
-.081 
.067 
-.188 
.151 
.135 
R -.063 
 .649 
 .482 
 -.144 
る PC から
図 3.6 のモデ
れていない
A1.3 提案
の直接パス
2 標準偏差だ
言語及びプ
推定精度を
MF PC
  
  
.221  
  
-.157 .11
-.019 .08
.181 -.0
.204 .02
-.067 .00
工数への直接
ルに設定し
間接効果を合
モデルによ
は，10%有意
け工期の標
ラットフォー
(A1.5)(A1.7)
 3GL
 
 
 
 
7  
0 -.088
18 .102
6 -.027
3 .016
77
的影響など
た場合にも
わせた標準
り言語等の
でないが，
準値が短くな
ムを要因と
(A1.8)式で予
MR 
 
 
 
 
 
 
.081 
.054 
-.004 
，(A1.6)(A1
10%有意にな
化総合効果
影響測定結
工数を経由
ることが示
して加えた
測する推定精
4GL log
 
 
 
 
 
 
-.063 -
-.042 .
-.178 .
.7)(A1.8)式で
らない．直
を表 A1.3 に示
果 
した間接効果
される 
QCD 標準値
度と決定係
PHR logE
  
  
  
  
  
  
.132  
383 .664
294 -.04
10%有意に
接効果と直
す． 
として，4G
測定のモデ
数で比較す
f logEl 
 
 
 
 
 
 
 
  
7 -.878 
 
なっ
接の
 
 
 
 
 
 
L を
ル図
ると
 
 
78
表 A1.4 従来方式との比較(ｱｰｷﾃｸﾁｬ) 
 
 
 
欠陥率に関しては，全く推定できない状態から，ある程度推定可能な精度になってくる．また
工期の推定精度は 51%強改善される．工数の推定精度においても 4％の改善であった． 
 
A1.4 ピーク要員比率の計画段階での推定可能性 
ここでは，開発した標準値設定モデルを QCD の予測モデルとして使えるか否かを検討
する．ただし，ここで開発した共分散構造モデルは，工期というプロジェクト終了後に定
まる内生変数が品質にも影響を与えており，工期に関して利用できる事前の計画値を代入
することができない限り，予測モデルとして用いることはできないことは明らかである．
一方，工数，工期がソフトウェア開発終了後に測定される内生変数であっても，その計画
値の設定は，プロジェクトが開始できる必要条件である．従って，例えば，工数，工期，
ピーク時要員比率の計画値ないしは目標値を与えたときの品質の標準値を把握することは，
計画段階においても必要なことである．本研究で開発したモデルは，この目的には有効で
あることを示す．実際，工期標準値の推定精度は工数標準値の推定精度に匹敵する程度に
高くなり，欠陥率標準値の推定精度も実用可能な水準に近づいている．しかし，この精度
向上は，主としてピーク時要員比率のモデルへの導入によって達成されている．従って，
導入したピーク時要員比率に対して計画値ないしは目標値として設定することが，どの程
度可能かを検討することが重要であり，以下ではこのことをデータに基づいて検討する． 
A1.4.1 PHR の予実誤差 
日本情報システム・ユーザ協会（JUAS）がソフトウェアマトリックス調査を行っており
（JUAS(2012)），その調査では工程別の工数と工期を計画段階と実績に分けてアンケート
している．2012 年度の調査で，有効データ 801 件中，227 プロジェクトで計画段階の値が
記入されている．そしてこの記入はファンクションポイント（FP）の計画値入力 202 プロ
 決定係数 
従来方式 提案モデル 改善率 
工数 0.47 0.49 4%
工期 0.43 0.65 51%
欠陥率 0.03 0.41 1,267%
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ジェクトより大きくなっている．このことは，計画段階で FP と同じ様に，要員の配置計
画を決めていることを示すと捉えられる． 
 JUAS データ（JUAS(2012)）での最大要員数（GPP）をプログラム開発工程など最も多
くの要員を必要とする工程の平均人数とみなして算出し，ピーク要員比率の予実差を算出
する．JUAS データ（JUAS(2012)）から導かれるピーク要員比率は，厳密には専任率が含
まれていないが，予実誤差という観点では利用できる．結果は，見積もり誤差率の絶対値
平均（MMRE）で 18.2%，平均二乗誤差（RMSE）0.29 となる．これは同じデータから算
出する規模(FP)の予実誤差，MMRE16.6％，RSME0.27 より 1.6%多いだけになっている．  
 
A1.4.2 PHR の予実誤差及ぼす QCD 予測精度への影響 
 さらに，工期を例に PHR の予実差が及ぼす工期の予測精度への影響を検討する．提案モ
デルでの総合効果は 3 章の表 3.12 で示した．この表は各説明変数が各非説明変数に及ぼす
影響力の大きさを示している．標準化後の数値なので，大きさをそのまま横並びで比較す
ることが出来る．3 章の図 3.6 に於いて工期は PHR からの直接の影響と，工数を経由した
間接的影響を受けているが，総合効果はこの直接効果と間接効果を合わせたものになって
いる．PHR から工期へ及ぼす影響力は 0.363 になっているが，これは PHR が 1 動いた時，
工期は 0.363 動くことを示している．従って PHR の予実誤差 MMRE18.2%は，18.2%×0.363
で，工期予測精度 MMER に 6.6％の影響を及ぼすことになる．規模の予実誤差 MMER は
16.6%で，工期への標準化総合効果は 0.496 であるため，工期の予測精度 MMER への影響
は，16.6×0.496 で 8.2%の影響を及ぼすことになる．工期の予測に関しては PHR の予実誤
差より，規模の予実誤差が与える影響の方が大きいことになる． 
 前述の様に ISBSG データ(ISBSG(2009))の最大要員数と JUAS データ（JUAS(2012)）の最
大要員数の定義が若干異なるので，厳密には JUAS データ（JUAS(2012)）で求められる PHR
予実のMMERと ISBSGデータから算出される工期の標準値推定のMMERとを重ねること
は出来ない．しかし ISBSG データ(ISBSG(2009))の最大要員数もピーク工程要員比率だった
として，計画段階の PHR で工期を推定した場合の MMRE は，39.8%に更に 6.6%の誤差が
加わることにで，39.8×1.066 で 42.4%になると計算できる.この数値は工数見積の先行研究
(Fernandez(2012))(Shepperd(1997))で示されている MMRE と遜色のない値になっている．
PHR を事前予測式に使用することの可能性を示すものと考える. 
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